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Ⅰ 公立大学法人長野大学の概要 

 

１ 基本情報 

（１）法人名     公立大学法人長野大学 

（２）所在地     長野県上田市下之郷６５８番地１ 

（３）設立根拠法令  地方独立行政法人法 

（４）設立団体    上田市 

（５）資本金     2,068,102,000 円 

（６）沿革   昭和 41 年 2 月  学校法人本州大学設立 

     昭和 41 年 4 月  本州大学開学（経済学部経済学科） 

     昭和 42 年 3 月  本州女子短期大学設置認可 

     昭和 42 年 4 月  本州女子短期大学開学（幼児教育学科） 

     昭和 47 年 9 月  昭和 48年度本州大学経済学部の学生募集停止を決定 

     昭和 48 年 3 月  本州女子短期大学を分離し経営を他に移譲 

     昭和 49 年 4 月  法人名を長野学園、大学名を長野大学に改称、産業社会学部設置（産業社会学科/社会福祉学科） 

     昭和 59 年 3 月  経済学部廃止 

     昭和 63 年 4 月  産業社会学部に産業情報学科を増設 

     平成 14 年 4 月  社会福祉学部設置（社会福祉学科）  

     平成 17 年 3 月  産業社会学部社会福祉学科廃止  

     平成 19 年 4 月  環境ツーリズム学部（環境ツーリズム学科）、企業情報学部（企業情報学科）を設置 

     平成 23 年 3 月  産業社会学部（産業社会学科、産業情報学科）廃止 

     平成 29 年 4 月  公立大学法人長野大学設立、長野大学設置者変更、学校法人長野学園解散 

 

（７）目標     地域に根ざした大学として教育研究の推進に努め、豊かな人間性、高い専門性及び国際性を備え、新たな地域の創造に寄与し実

践力のある人材を育成するとともに、上田市における知の拠点として地域の産業及び社会の発展に貢献するため、地方独立行政 

法人法に基づき、大学を設置し、及び管理することを目的とする。     
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    （８）業務     ① 大学を設置し、及び運営すること。 

② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

③ 法人以外の者からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動 

を行うこと。 

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会の提供をすること。  

⑤ 大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

⑥ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。   
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２ 設置する大学の学部構成 

大学 学部 学科 入学定員 編入学定員 収容定員 
現員（平成 29年 5月 1日現在） 

男 女 計 

長野大学 

社会福祉学部 社会福祉学科 150 人 15 人 630 人 263 人 354 人 617 人 

環境ツーリズム学部 環境ツーリズム学科 75 人 10 人 320 人 291 人 114 人 405 人 

企業情報学部 企業情報学科 75 人 10 人 320 人 264 人 113 人 377 人 

総計 300 人 35 人 1,270 人 818 人 581 人 1,399 人 

 

３ 組織・運営体制 

 （１）役員 

役 職 氏 名 任 期 所属先・職 

理事長 白井 汪芳 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 公立大学法人長野大学理事長 

副理事長 中村 英三 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 長野大学学長 

理事 稲木 康一郎 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 長野大学副学長 

理事 森 俊也 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 長野大学副学長 

理事 高橋 進 平成 29 年 7 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 長野大学副学長 

理事 金子 義幸 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 上田商工会議所専務理事 

理事 宮川 直 平成 29 年 4 月 1 日～平成 33年 3月 31 日 公立大学法人長野大学常任理事（兼長野大学事務局長） 

監事 小山 秀喜 平成 29 年 4 月 1 日～平成 31年 3月 31 日 公認会計士・税理士 

監事 藤森 靖夫 平成 29 年 4 月 1 日～平成 31年 3月 31 日 前学校法人長野学園監事 

 

 （２）専任教職員数（平成 29 年 5 月 1 日現在） 

区分 教授 准教授 講師 助教 助手 教員計 事務職員 合計 

教職員数 34 人 15 人 0 人 7 人 0 人 56 人 38 人 94 人 
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 （３）審議機関 

   【経営審議会】 

氏 名 任 期 所属先・職 

白井 汪芳 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学理事長 

中村 英三 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学副理事長（長野大学学長） 

宮川 直 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学常任理事（兼長野大学事務局長） 

稲木 康一郎 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学理事（長野大学副学長） 

森 俊也 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学理事（長野大学副学長） 

中村 康宏 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学事務局次長（兼総合戦略室長） 

池田 明 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 (株)ミマキエンジニアリング代表取締役会長 

中谷 朔三 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 日置電機(株)社外取締役 

古川 孝順 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 西九州大学健康福祉学部教授（東洋大学名誉教授、元日本社会福祉学会会長） 

榎本 祐嗣 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 信州大学繊維学部名誉教授 

岡田 基幸 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 一般財団法人ＡＲＥＣ専務理事 

山邉 正重 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学同窓会長 
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【教育研究審議会】 

氏 名 任 期 所属先・職 

中村 英三 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学学長 

稲木 康一郎 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学副学長 

森 俊也 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学副学長 

高橋 進 平成 29 年 7 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学副学長 

川島 良雄 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学社会福祉学部長 

古田 睦美 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学環境ツーリズム学部長 

田中 法博 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学企業情報学部長 

中島 豊 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学自己点検・評価委員長 

奥村 博造 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学 アドミッションセンター長 

伊藤 英一 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学 学生支援センター長 

高橋 大輔 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学 大学教育センター長 

京谷 栄二 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学付属図書館長（研究推進室長） 

宮川 直 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 公立大学法人長野大学常任理事（兼長野大学事務局長） 

平林 弘朗 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野大学事務局次長（兼教育・学生支援部長） 

小林 彰 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 社会福祉法人かりがね福祉会理事長 

下坂 誠 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 信州大学繊維学部長 

小池 明 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 上田女子短期大学学長 

岡本 正行 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 長野県工科短期大学校校長 

両角 文秋 平成 29 年 4 月 1 日～平成 32年 3月 31 日 上小高等学校長会長（丸子修学館高等学校長） 
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Ⅱ 平成２９年度業務の実施状況 

 

１ 業務実績の全体概要 

   公立大学法人化初年度である平成２９年度は、これまで５０年以上にわたる私学経営の中で培ってきたきめ細かい学生支援体制を保持しつつ、公立

大学としての強みを活かした大学運営を行ってきた。また、さらなる教育・学生支援体制の拡充に努めるとともに、市民や設立団体から強く求められ

ている大学改革（学部・学科改編に向けた将来構想計画の策定、地域や企業等との協働の推進など）に役員及び教職員が一丸となって取り組んだ。 

   平成２９年度の年度計画に定める取り組み事項の実績概要は次のとおりである。 

 

（１）大学の教育研究等の質の向上に関する取り組み 

 ア 教育に関する事項 

（ア）教育内容の改善 

①現行のカリキュラム（教養教育・専門教育）と併せて、地域協働型教育の課題整理と見直しを行った。 

②国際教養の教育方針の策定と語学教育の強化に向けた検討を開始した。 

③地域社会、国際社会で活躍できる人材を育成するために、教養教育を中心にカリキュラムの検討を行った。 

（イ）授業内容の改善 

①授業評価アンケートの実施結果の分析をふまえ、PDCA マネジメントサイクルによる授業内容の改善を図った。 

②成績評価システム（GPA）を試験導入した。 

（ウ）教員の採用と評価 

①教員採用計画を策定し、教員の補充を行った。 

②教員の意識改革と教育研究活動の活性化を図るため、新規採用時や昇任時等に教員評価を実施した。 

③教員が業績書を更新し自己評価するとともに、所属長が当該業績書の評価を行った。 

（エ）教育環境の整備 

①高校、産業界、自治体などからの要望や意見を参考に教育内容や入試概要の見直しを検討した。 

②キャンパスミーティングを実施して、学生の要望や意見を聴取し、教育環境の整備に努めた。 

 

 



8 

 

 

 

 イ 研究に関する事項 

（ア）研究水準の向上と研究成果 

①本学教員を中核とした地域協働による共同研究を推進した。 

②教員の研究活動や研究成果、論文等の実績を、ホームページ等を通じて発信した。 

（イ）研究の実施体制  

①「科学研究費補助金」等競争的外部資金の新規申請率を向上させるため、積極的に情報収集し、申請にあたっての内容説明や申請書類作成支援

を行った。 

②公的研究費の管理・監査のガイドラインに係るコンプライアンスの徹底を図った。 

 ウ 地域貢献に関する事項 

（ア）地域貢献 

①地域づくり総合センターを創設し、地域の課題解決に取り組む体制構築の検討に着手した。 

②地域づくり総合センターに産学官連携会議を設置するための準備として、自治体や地域産業界との協議を実施した。 

③市民サービスの充実を図るため、授業の一般開放の充実と他大学や地域等と連携し各種講座を開講した。 

  （イ）地域で活躍する人材の育成 

①「地域を担う若者」の受け入れ、「地域で活躍する人材育成」の仕組みを構築した。 

②地域社会や企業・組織で必要とされる知識・能力・姿勢を把握できる仕組みの構築に向けた検討を行った。 

  （ウ）教育機関との連携 

①従来の協定校との協定内容を見直し、連携を強化した。 

②中学校・小学校の総合学習等の協働実施に向け、関係機関との調整を図った。 

  （エ）産学官連携 

①教育・研究活動等に関する情報を発信し、受託研究等の促進を図った。 

②地方自治体、特に上田市との連携強化に取り組むため、実効性のある協定締結に向け、上田市関係部局との間で協議を実施した。 

 エ 国際交流に関する事項 

（ア）海外学術交流協定大学との人材交流 

①留学生を地域企業・組織に送り出す仕組みの構築に向けた調査を実施した。 

②海外の大学との新たな学術交流協定の締結に向けた情報を収集し、検討した。 
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（２）業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 ア 教育研究組織の見直し 

①各学部において、専門分野の拡充、新たな領域の設置などについて協議した。また、特に企業情報学部において、地域の産業の特性を意識し、理

系要素のある分野として、新たな情報工学分野のコース枠組を検討した。 

②社会福祉学部において、福祉、心理などの今後の専門教育およびリカレント教育を標榜し大学院の設置検討について協議した。 

 イ 人事の適正化  

①柔軟な人事制度の構築の検討に着手した。 

②教員業績評価制度の構築の検討に着手した。 

③職員の資質向上に向けて、公立大学協会主催研修会への参加計画を策定し、各種研修会への派遣を計画的に実施した。 

（３）財務内容の改善に関する事項 

 ア 安定的な経営確保  

①学部・学科改編の検討に着手した。 

②平成 30 年度入試から環境ツーリズム学部、企業情報学部の入学定員を 95 名に増員した。 

 イ 志願者増加と入学定員の確保 

①地元高校の校長会・教頭会に参加し、情報交換を行った。 

②長野大学の特徴など、どの程度訴求できているかを確認するアンケート調査を実施した。 

ウ 大学広報 

①報道機関への情報提供（プレスリリース）を積極的に行った。 

②シンボルマーク等を新規制定した。  

エ 自己収入の増加 

①未来創造基金を創設し、募集に関する手続きに着手した。 

②入学定員を増員した。 

 オ 経費削減 

①入札制度などを規定化し、また契約は競争原理を働かせるなどして経費の削減を図った。 

（４）自己点検・評価及び情報公開の推進に関する事項 

   ①日本高等教育評価機構に評価員を派遣し、必要な情報の収集を行った。 
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②教育研究活動や地域貢献活動について、ホームページ等を通じて積極的に発信した。 

（５）その他業務運営に関する事項 

   ①教職員が誠実かつ公正に諸活動を展開するための教職員行動規範（仮称）の策定に着手した。 

②中長期的な施設整備計画に着手した。 

③学校法人からの寄付金を基金として、教育研究活動の整備を進められるよう準備を進めた。 

④適切なリスク管理を行うため、全学的な防災訓練を実施した。 

⑤教職員の労働環境整備の一環としてストレスチェック実施するとともに、人権啓発のためのハラスメント防止等の研修を実施した。 

２ 業務実績及び自己評価結果 

（１）項目別自己評価結果（一覧） 

※項目第７から第１０に係る実績については、全体評価の際の参考情報とし、自己評価対象外とする。そのため上記一覧には含まれていない。 

項目 項目数 

評価区分 

a 

年度計画を  

達成 

ｂ 

年度計画を  

概ね実施 

ｃ 

年度計画を       

十分に実施せず 

d 

年度計画を  

大幅に下回る 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置      

１ 教育に関する目標を達成するための措置 事業  39    1 (2%)   37 (96%)    1 (2%)    0 (0%) 

指標  1    1 (100%)    0 (0%)    0 (0%)    0 (0%) 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 事業    4    0 (0%)    4 (100%)    0 (0%)    0 (0%) 

３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 事業   13    0 (0%)   13 (100%)    0 (0%)    0 (0%) 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 事業    4    0 (0%)    4 (100%)    0 (0%)    0 (0%) 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 事業   10    0 (0%)   10 (100%)    0 (0%)    0 (0%) 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 事業   21    4 (19%)   16 (76%)    1 (5%)    0 (0%) 

第５ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 事業    3    0 (0%)    3 (100%)    0 (0%)    0 (0%) 

第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置 事業    9    0 (0%)    9 (100%)    0 (0%)    0 (0%) 

合計 
事業  103    5(5%)   96(93%)    2 (2%)    0 (0%) 

指標    1    1 (100%)    0 (0%)    0 (0%)    0 (0%) 
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（２）項目別業務実績・自己評価結果（詳細） 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）教育内容等に関する目標を達成するための措置 

ア 教育内容の改善 

地域が直面している課題に向き合い、その課

題に取り組み続けられる「地域の未来を創造で

きる人材」を育成する。 

このため、対話的討論により、自身で考え、

自らの力で判断できる能力を養成する「教養教

育」と職業人として必要な能力を養成する「専

門教育」、地域社会の人びととの学びを通じて、

地域課題の解決に必要な多面的・総合的な知識

を共創する力を育成する「地域協働型教育」を

ディプロマポリシーに基づき実施する。 

 

（ア）教養教育 

対話的討論を基本とした少人数講義とゼミ

ナールを展開し、自分が直面している課題を自

らの力で考え、判断し、明晰に言語表現できる

能力を養成するとともに、「信州の自然・文化・

風土をフィールドとし、現代社会が提起する諸

問題を多面的・総合的にとらえ、自らの役割を

的確に認識し実行できる人材」の育成を教養教

1 学生自身が直面している課題を自らの

力で考え、判断し、明解に言語表現できる

能力を効果的に養成するために、１年次か

ら展開している対話的討論を基本とした

少人数講義やゼミナールの見直しや課題

の整理を、他大学の事例調査も交えながら

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

(1)学生の思考力、判断力、表現力などの能力養

成の観点に立ちカリキュラムを検討した。特に、

教養教育推進室において、教養教育を幅広い体

系的な基礎知識という視点から、人間や人格を

形成していく上での基本的な知識・能力・姿勢・

態度という視点に再設計した。ここでは、5つの

素養（科学的思考、身体、感性、自立、共生）

を人間形成の要と設定して、これらを調和的に

身に着けさせるためのカリキュラムを検討した

（全学部）。 

(2)初年次ゼミナールの課題共有を目的として

「教育実践交流広場」を開催し、学生の興味・

関心から出発し、学生の知的好奇心を駆り立て

る運営や方法などを議論し共有した。 

 

【資料番号】 

 1-1 教養教育推進室会議議事録 

 1-2 教育実践交流広場の記録 

ｂ 
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育の理念として掲げ、教育を行う。 

また、地域社会、国際社会で活躍できる人材

を育成するために必要な科目を設けるなど、教

養教育（カリキュラム）の見直しを適宜行う。 

【関心・意欲の喚起】 

１年次よりゼミナールを展開させることに

より、常に知的好奇心を失わず、論理的・批判

的に思考する意欲を喚起する。 

【自学自修の態度】 

知識を単に伝達するだけではなく、課題を投

げかけ、学生自身がその課題に向き合うことに

より、自学自修の態度をもち、生涯にわたって

自己を啓発していく力を身に付ける。 

【知識・理解力の養成】 

１年次よりゼミナールを展開させることに

より、現代社会が提起する諸問題を多角的・総

合的にとらえる知識と理解力を養成する。 

【思考・判断力の養成】 

自主的・自立的な人間として社会とかかわ

り、責任ある役割を担うことができる力を養成

するために、現場体験学習及び協働型学習を重

視する。 

【技能・表現力の養成】 

国際社会で活躍できる人材を育成するため、

教育内容やクラス編成（レベル）を見直すなど

「外国語教育（英語、中国語）」を強化すると

 

 

 

 

 

【今後の課題・方向性】 

 各学部の教務委員会や教育実践交流広場にお

ける課題共有、ＦＤ委員会における授業改善活

動を通して、教養・専門・地域協働型の教育の

質的改善を図る。 

 

2 また、地域や組織のなかで、リーダーシ

ップが発揮できる高い専門性と問題解決

能力を持った人材を育成するために学部

のディプロマポリシー、カリキュラムポリ

シーに基づいた専門教育を展開できてい

るかを、点検し適宜改善する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

(1)学生が将来、地域社会で生活をし、企業・組

織で仕事をしていくことを念頭におき、学生の

成長像やカリキュラムを点検するとともに、見

直しを行った。特に、1年から 4年までの切れ目

のない支援を重視しながら職業観養成科目を再

構築した。また、学生が将来の方向性や具体的

な職業を自身の生き方としてデザインできるよ

うにするために「キャリアデザイン論」の来年

度開設に向けて準備をした。 

(2)日本銀行からの寄付講座の受入れについて協

議・検討し、「職業観養成特別講義（生活と金融）」

（仮）の来年度開設に向けて準備をした。その

他にも長野県観光部、信濃毎日新聞社からの寄

付講座について検討し、講義開設に向けての準

備をした。 

(3)84 ゼミに対し、ゼミ費の補助およびゼミ成果

報告のための印刷費補助を行った（全学部）。 

(4)介護職員初任者研修資格を学内受講できるよ

う開設し、18名が受講した（社会福祉学部）。 

ｂ 
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ともに異文化理解・国際理解を目的とした、海

外学術交流協定大学等での学習プログラム（２

～３週間）「海外研修」を積極的に促し、国内

外で他者とのコミュニケーションを円滑に図

ることができる知識や技能を養成する。 

 

（イ）専門教育 

地域や組織のなかで、リーダーシップが発揮

できる高い専門性と問題解決能力を持った、持

続可能な地域活性化を牽引できる人材を育成

するため、学部のディプロマポリシー、カリキ

ュラムポリシーに基づいた教育目標とその達

成に取り組む。 

また、新たな領域の設置に向けて、カリキュ

ラムやコース編成を適宜見直す。 

【社会福祉学部の教育目標】 

複雑化する福祉課題に対応するための知識

と技術を身につけ、人々の福祉の向上に寄与で

きる人材を育成する。 

そのために、ミクロ（個人、家族）・メゾ（組

織、施設）・マクロ（制度、政策）レベルの専

門知識及び技術力を育成する教育を展開する

とともに、福祉課題を身近なものとしてとらえ

ることができるよう、演習・実習、インターン

シップなど、実践的な学びを重視する。 

また、地域の実情に応じた地域包括ケアシス

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)認定心理士資格の認定申請を5名実施した（社

会福祉学部）。 

 

【資料番号】 

 2-1 カリキュラム表 

 2-2 寄付講座シラバス 

 2-3 ゼミ補助一覧 

 2-4 介護職員初任者研修の受講者名簿 

 2-5 認定心理士（心理調査）資格の認定書類 

 

【今後の課題・方向性】 

  各学部において学生の成長像や 3 つのポリシ

ー、カリキュラムについて適宜点検する。また、

1 年から 4 年までの切れ目のないキャリア支援

を意識し職業観養成科目の内容を確認・点検す

る。また、新規に開設した寄付講座について授

業アンケートなどをもとにして内容を点検し、

必要に応じて見直しを図る。 

3 これに加え、地域課題の解決に役立つ多

面的・総合的な知識を共に創ることがで

きる力を育成するため、ゼミナールなど

において、地域や企業、組織の課題解決

に関わる地域協働型の教育活動を、3件を

目標に実施する。 

 

 

【取組内容】 

(1)地域課題を学生と住民、企業・組織、自治体

とが協働で解決することを目指す地域協働型教

育を通して、新たな知を創出するとともに、地

域の未来を創造できる人材の育成を目指し、学

内の仕組み・体制等を整備した。特に、地域協

働型教育を促進するために、フィールドワーク、

実習演習にかかるバス等の費用を教育充実費で

ｂ 
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テムづくりを目指し、長野県の特性を活かした

独自性のある科目を配置し、地域福祉に貢献で

きる力を育成する。 

【環境ツーリズム学部の教育目標】 

地域社会の伝統、文化、自然環境、観光、ビ

ジネスに関する知識を身につけ、持続可能な地

域社会の発展に寄与できる人材を育成する。 

そのために、ゼミナール教育を基本とし、学

生の主体的な課題の設定、学生が自ら提案する

プロジェクトの実施による実践的、創造的能力

の形成、及び、プロジェクトの実施という同じ

ゴールに向かって教員がゼミナール学生の成

長を支援する。 

ゼミナール教育を通じて、学部の専門性であ

る「環境」、「観光」、「地域づくり」を活かした

研究と教育の成果を、本学におけるゼミナール

大会や研究対象となった地域での成果報告会、

千曲川流域学会における研究報告などを通じ

て、地域へ還元する。 

また、体験知と文献知を融合し得る能力、他

者とのコミュニケーションと相互理解をとお

して自己を高める能力を醸成するため、調査・

フィールドワーク系科目の充実を図る。 

【企業情報学部の教育目標】 

人間・社会などに関する幅広い識見を有し、

企業や社会に関する主要な課題を発見し、それ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充てることにより、地域での連携授業の支援を

実施した（全学部）。 

(2)地域協働型教育として、1）様々なニーズを持

つ子どもたちの自主学習支援と居場所づくり

（社会福祉学部）、2）栄村における生活構造と

震災復興に関する地域調査（環境ツーリズム学

部）、3）富士通の知財活用プロジェクト（開放

特許を活用した商品化プロジェクト）における

地元企業および経済団体との協働（企業情報学

部）、などが誕生した。 

 

【資料番号】 

 3-1 栄村調査結果 

 3-2 プロジェクトに関する資料 

 

【今後の課題・方向性】 

  平成 29 年度に誕生した地域課題の解決にかか

るプロジェクトの内容的な深化を図る。また、各

学部のゼミナールにおいて、地域社会や企業・組

織の課題を特定し、それら課題をどのように解決

をすすめるのかについて検討し、新たな地域課題

の解決に関するプロジェクトの立ち上げについ

て検討する。 

4 国際社会で活躍できる人材を育成する

ため、本学における国際教養の方針の策

定に向けた検討を行うと共に、「外国語教

【取組内容】 

(1)国際社会で活躍する人材においての語学力

や、それらをどのように段階的に習得していく

ｂ 
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を解決する上で必要な、経営・情報・デザイン

の領域に関する専門的・総合的な知見を身につ

けた人材を育成する。 

そのために、企業・組織や地域住民との連携

に基づく「相手を意識した学び」を展開し、学

生の意識を高め、動機を形成する。  

具体的には、ゼミナール形式の「プロジェク

ト研究」において、課題発見・問題解決学習に

挑戦するとともに、その学びを進める上で必要

とされる「経営・情報・デザイン」などの専門

学習に努める。この過程と機会を通して、学生

は社会や企業・組織で求められる問題解決能力

とともに、職業人としての専門基礎能力を身に

つけ、実社会の様々な場面やビジネスシーンで

活躍できる能力を身に付ける。 

 

（ウ）地域協働型教育 

地域の人々と、教員と学生が共に地域課題を

発見し、地域が持つ「地域の経験知」と教員が

持つ「科学的知識」に支えられ、以下の教育活

動に取り組む。 

【地域の経験知と大学の科学的知識との結合】 

ゼミナールを中心とした少人数教育におい

て、地域社会をフィールドとする学修活動を通

じて、地域で活動している人々の経験知を肌で

学び、それを大学の科学的知識と結合させ、地

育（英語、中国語）」の教育内容やクラス

編成（レベル）を見直すなど語学教育の

強化に向けた検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要があるのかについて検討した。特に、教養

教育のうち、語学教育のありようや授業内容を

審議する語学担当者会議において、英語クラス

のレベルの見直しを検討し、初級クラスを減ら

し、上級クラスを増やした。 

(2)過去 3 年間のプレスメントテストの結果を踏

まえて、現在配置している「英語Ⅰ」から「英

語Ⅷ」において、次年度の見直し内容（英語に

よるプレゼンの導入や資料の作成など）を検討

した。 

 

【資料番号】 

 4-1 語学担当者会議の記録 

 

【今後の課題・方向性】 

教養教育推進室及び語学担当者会議において、

国際教養の方針の策定に向けた検討を行うとと

もに、非常勤教員の意見も聴取しながら「外国語

教育（英語、中国語）」の教育内容やクラス編成

（レベル）を見直すなど語学教育の強化に向けた

検討を行う。 

5 地域社会、国際社会で活躍できる人材を

育成するために必要な科目を設けるなど、

教養教育を中心として、カリキュラムの検

討を行う。 

 

【取組内容】 

(1)地域社会や国際社会で活躍できる人材を育成

するために、地域の企業、団体等と協働で進め

る科目やプロジェクトを新規に立ち上げるとと

もに、上記の各学部における語学教育のレベル

ｂ 
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域課題の解決に役立つ多面的・総合的な知識を

共に創ることができる力を育成する。 

また、地域に定着し地域を支える若者を育成す

るため、高校と大学がそれぞれの教育資源を活

用した教育に取り組む。併せて、専門領域の一

部においては、中学校・小学校の総合学習等を

協働で実施する。 

 

を見直した。 

(2)地域の文化芸術を学ぶ科目として「メディア

芸術論」を設定し、同科目の担当者として上田

市交流文化芸術センター館長の津村卓氏に依頼

し、平成 30年度後期に同科目を開講できるよう

に調整を図った。 

(3)「海外研修」（中国）を台湾・長栄大学におい

て実施し、17名の学生が研修に参加した。 

(4)国際キャリア特別コース（英語）におけるグ

ループ学習の拡充・整備の準備を行った。 

 

【資料番号】 

 5-1 プロジェクトに関する資料（3-2 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

地域の企業・団体と連携した科目や、語学科目、

海外での研修科目について、内容および運営方法

について点検するとともに、必要な場合には見直

しを適宜行う。 

 

【地域課題を発見・解決する教育】 

上田市が設置した「まちなかキャンパスうえ

だ」を活用し、地域住民や企業、行政、ＮＰＯ

等と協働で地域課題を発見し解決する教育を

展開する。 

 【取組内容】 【年度計画記載なし】 

(1)授業「コミュニティ活動」や幾つかのゼミナ

ールにおいて、「まちなかキャンパスうえだ」を

拠点に上田市中心商店街や地域づくりの課題解

決に取組んだ。 

(2)「まちなかキャンパスうえだ」において、学
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生の地域活動の発表や意見交換の場として「若

者どまんなかミーティング」を開催し、本学学

生の地域課題プロジェクトの報告と意見交換を

行った。 

 

【今後の課題・方向性】 

ゼミナール等で進めているプロジェクトや地

域活動についての発表や意見交換の場として同

キャンパスや同ミーティングを活用する。また、

地域課題に関する問題意識をもつ人がこれらに

集い、問題意識の共有や今後の具体的な展開に結

び付くような役割を果たすことができるように

内容を検討する。 

 

イ 授業内容の改善 

（ア）ＦＤ活動の促進 

ＦＤ委員会を設置し、教員の教育活動に対す

る自己点検と相互研さんの場として「教育実践

交流広場」を実施するなどＦＤ活動を促進し、

ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる授業内

容改善を図る。 

（イ）授業評価アンケートによる改善 

授業評価アンケートを年２回実施し、アンケ

ート結果を学生・教職員に公開するとともに、

授業内容の改善に努める。 

（ウ）成績評価システム及び履修体系の整備 

6  ＦＤ活動の一環として、教員の教育活

動に対する自己点検と相互研さんの場で

ある「教育実践交流広場」を定期的に実

施する。 

 

 

【取組内容】 

ＦＤ活動として「教育実践交流広場」および「Ｆ

Ｄ研修会」を開催し、初年次ゼミナールの運営方

法（平成 29 年 6 月 7 日）や、地域協働型の学び

（平成 30年 2月 7日）などの課題共有を行った。 

 

【資料番号】 

 6-1  教育実践交流広場の記録（1-2 再掲） 

 6-2  ＦＤ研修会資料 

 

 

ｂ 
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【ＧＰＡの導入】 

成績評価の厳格化を図ることを目的とした

ＧＰＡを導入する。（平成３０年度～） 

なお、導入にあたって、学生への影響や問題

点の洗い出しなど平成２９年度から具体的検

討に着手する。 

【履修系統図、ナンバリングの導入】 

学生が個人のレベルや専門を勘案して授業

科目の履修を図るため、履修系統図又はナンバ

リング（授業科目に適切な番号を付し分類する

ことで、学修の段階や順序等を表し、教育課程

の体系性を明示する仕組み）を導入する。（平

成３２年度～） 

なお、導入に向けて、平成２９年度から他大

学の情報を収集するとともに各学部のカリキ

ュラムの見直し状況、新たな学問領域の検討経

過に注視しながら検討を進める。 

【今後の課題・方向性】 

講義やゼミナールなどの授業改善に向けた全

学的な課題をテーマに設定し、広場・研修会を引

き続き実施する。 

 

7 学生による授業評価アンケート（年２

回）を実施し、評価内容を公表するとと

もに、ＰＤＣＡマネジメントサイクルに

よる授業内容の改善を図る。 

【取組内容】 

前学期、後学期の各学期において、授業改善に

向けた授業アンケートを実施し、それらを踏まえ

各科目担当者においてアンケート報告書（授業の

振り返りと今後の授業計画）の作成を行った（全

学部）。 

 

【資料番号】 

 7-1 授業評価アンケート用紙 

 7-2  授業評価アンケート集計結果 

 

【今後の課題・方向性】 

それぞれの科目で改善内容を具体化させると

ともに、組織的な授業改善に向けて課題共有の機

会を拡充する。 

 

ｂ 

8 また、成績評価システム（ＧＰＡ）を導

入し、平成３０年度に学生への影響や問

題点の洗い出しなどを行う。これに加え、

平成３２年度の履修系統図、ナンバリン

グの導入に向け、他大学の情報を収集す

【取組内容】 

ＧＰＡ制度を導入し、学生相談、学生支援への

活用策について検討した。ゼミナールの学生の選

考において同ポイントを活用するなど試行的な

取組みを実施した。 

ｂ 
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るとともに、各学部のカリキュラムの見

直し状況をふまえ素案作成に向けた準備

を行う。 

【資料番号】 

 8-1  GPA 制度、検討の記録 

 

【今後の課題・方向性】 

学生が自らのレベルや専門を勘案して授業科

目の履修ができるように、履修系統図、ナンバリ

ング（授業科目に適切な番号を付し分類すること

で、学修の段階や順序等を表し、教育課程の体系

性を明示する仕組み）の導入に向け、カリキュラ

ムの見直し状況をふまえ素案の作成をする。 

 

 （２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ア 教員の採用と評価の実施 

（ア）教員の採用 

教員の定員は大学設置基準に基づいて定め、

各学部に年齢構成にも配慮しながら、適正に配

置する。また、今後、特に究めるべき学問領域

には重点的な配置も検討し、主要科目は専任教

員が担当できるように努める。 

（ア）教員の採用 

9  定年退職等による欠員補充を行う教員

採用計画を策定し、その計画に基づき、

人事委員会における厳正な審査によって

採用を行う。 

平成３０年４月１日採用予定教員数 ６人 

学部別内訳：社会福祉学部     ２人 

環境ツーリズム学部   １人 

企業情報学部        ３人 

【取組内容】 

教員採用計画に基づき、社会福祉学部 1 名（1

名は再任用により公募なし）、環境ツーリズム学

部 1 名、企業情報学部 3 名の公募・選考を行った

が、面接辞退等があり計画を達成できなかった。

なお、基準教員数は確保し、主要科目を専任教員

が担当している。 

 

【資料番号】 

 9-1  教員採用計画、採用結果   

  

【今後の課題・方向性】 

選考途中に辞退があったことをふまえ、厳格な

ｃ 
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審査を行いつつもスピーディな選考を行えるよ

う採用手順・スケジュールの見直しを行う。 

 

（イ）教員の評価  

教員評価制度を導入して、教員の意識改革と

教育研究活動の活性化を図る。教員評価の時期

は、採用時、任期を迎える時期、昇任を迎える

時期に行う。評価の内容は、主に、教育、研究、

管理運営、社会貢献等を総合的に行う。評価者

は専門分野の近い教員によるピア・レビュー

（同僚評価）に加え、当該学部長や他学部の教

員も行う。 

また、教員の任期制を導入し、教員が主体的

に教育研究活動を向上させ、教員集団の組織的

協働を推進する。任期は原則的に５年とし、在

任期間中の業績評価に基づいて、任期の更新や

テニュア（終身雇用資格）の取得を審査する。 

一方、各年度の教員評価については、各教員

は毎年定期的に教育・研究・地域貢献活動等業

績を更新し、学部長が教育歴や研究歴等を評価

する。また、教員表彰制度を設け、教育、研究、

地域貢献などの分野で高い成果を修めた教員

に対しては、研究費の優先配分等を行う。 

（イ）教員の評価 

10 教員の意識改革と教育研究活動の活性

化を図るため、新規採用時、任期を迎え

る時期、昇任時に教員評価を行う。 

新規採用教員については、任期制での

任用を行い、在任期間中の業績により、

任期の更新やテニュアの取得について

の審査を行う。 

 

【取組内容】 

教員評価は、教育、研究、管理運営、社会貢献

等の 4領域について、新規採用者（2名）、任期制

の業績被評価者（4名）、昇任該当者（7名）に対

して実施した。 

 

【資料番号】 

 10-1  業績評価報告書 

 

【今後の課題・方向性】 

教員については、採用時、任期期間満了時、昇

任時の業績評価に加えて、年度ごとに教育・研

究・地域貢献に対する業績を評価し、顕著な業績

があったものに対しては表彰および奨励するな

どして、教育・研究活動の活性化を図る。 

ｂ 

11 すべての教員は、１年間の業績（主に

研究業績）について、１月末日までに業

績書の更新を行い、所属長は当該業績書

を評価する。 

優れた教育活動、研究活動、地域貢献

活動を行った教員を評価し、研究費等で

奨励する。 

 

【取組内容】 

各教員は教育・研究・地域貢献活動等について、 

各自の業績書を更新した。 

 

【資料番号】 

 11-1 業績書更新一覧 

 11-2  教員表彰制度 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

平成 30 年度前期中には、教員が更新した業績

を所属長が評価し、教育、研究、地域貢献活動の

分野で教員表彰を行い、研究費を配分する。 

 

（ウ）教員の資質向上  

研究面の資質向上のため、各教員は毎年定期

的に教育・研究・地域貢献活動等業績を更新す

ることによって、自己評価を促進するととも

に、翌年度の研究計画を立案する。また、「研

究交流広場」を定期的に実施し、異なる専門分

野の研究者との積極的な意見交換を促進する。 

また、教育面の資質向上のため、ＦＤ活動を

充実させ、「教育実践交流広場」を実施し、優

れた教育実践について教員が相互研鑽する。ま

た、授業アンケートをセメスター※ごとに行

い、結果を分析、評価することによって、授業

改善を行う。加えて、教員相互の授業参観や学

外への開放講義も行う。 

※セメスター制とは、４～９月の前学期と１０

月～３月の後学期の２学期を設け、半年間の学

期ごとに授業が完結し、単位を修得する制度。 

（ウ）教員の資質向上 

12 すべての教員は、更新された業績書に

より、自己評価を行い、次年度に向けた

研究計画を立案する。 

  

【取組内容】 

各教員は、以下のように、自身の業績にかかる

自己点検評価および今後の計画策定を行った。 

（1）教育、研究、地域貢献活動にかかる業績書  

 を作成・提出し、年間の取組みを整理した。 

（2）各学期に実施した授業アンケートをもとに、 

  それぞれの教員が担当する授業の振り返りを  

  するとともに、次年度の授業の運営や計画に向 

  けた報告書を作成した。 

（3）研究経過および研究実績を踏まえ平成 29年  

  度の研究テーマ、研究計画、研究費の使途、研 

  究成果の発表予定などにかかる「研究計画書」 

  を作成し、それをポータルサイトで共有した。 

（4）平成 29 年度の研究経過および研究実績を踏 

  まえ、平成 30年度の研究計画書の提出を求め、 

  各教員は同計画書を作成した。 

 

教育や研究を進める上での課題を共有し、今後 

の方針や進め方を確認する場として、教育に関す

る意見交換の場を計 2回、研究に関する実践広場

を計 6回開催した。 

ｂ 
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【資料番号】 

 12-1  個人研究費研究計画提出一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

上記報告書、計画書を社会にどのように公表・

公開し、本学教員の研究活動を広報していくのか

について検討する。 

 

13 ＦＤをも含めた研究推進活動として、

研究交流広場を開催し、異なる専門分野

の研究者との積極的な意見交換を促進す

る。 

【取組内容】 

異なる専門分野の研究者との意見交換の場と

して「研究交流広場」を開催し、下記のテーマで

年間 6回実施した（参加者数 64 人）。 

（1）「私のデス・エデュケーションの歩み」 

（2）「東京都立光明養護学校と肢体不自由教育 

  史」 

（3）「平成 29年度科研費採択者報告会」 

（4）「社会福祉協議会新人職員が考える社協の使 

  命に関する一考察」 

（5）「放棄竹林の現状把握と利用価値創出に向け   

  た竹粉利用の検証」 

（6）「長野大学での研究を振り返る」 

 

【資料番号】  

 13-1  研究交流広場の記録 

 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

異なる専門分野の研究者同士の異分野交流、相

互研鑽の場として「研究交流広場」を位置づけ、

引き続き複数回実施する。 

 

14 ＦＤ活動の一環として、教育実践交流

広場を開催し、優れた教育実践について

教員が相互研鑽する。 

 

【取組内容】 

 「初年次教育の運営と方法」をテーマに教育実

践交流広場を実施した（参加者数は 26 人）であ

った。また、「地域協働型の学び」をテーマに、

ＦＤ研修会を実施した（参加者数は 44人）。 

 

【資料番号】 

 14-1  教育実践交流広場の記録（1-2 再掲） 

 14-2  ＦＤ研修会資料（6-2 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

教育実践や授業改善にかかる全学的な課題を

テーマにしながら教育実践交流広場を年2回以上

開催し、合計 60人以上の参加者数を目標とする。 

 

ｂ 

15 授業評価アンケートをセメスターごと

に行い、結果の分析・評価を行う。 

【取組内容】 

前学期、後学期の各期にそれぞれの授業におい 

て、学生への「授業アンケート」を実施した。 

教員は、学生の意見をもとにそれぞれの授業に

ついて振り返り、次年度の授業を運営に活かすた

めの「授業アンケート報告書」をまとめた。 

ｂ 
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大学は、学生が「授業アンケート報告書」を閲

覧できるように開示した。 

 

【資料番号】 

 15-1  授業評価アンケート用紙（7-1 再掲） 

 15-2 授業評価アンケート集計結果（7-2 再掲） 

   

【今後の課題・方向性】 

 各科目の担当教員が同アンケートをもとに、授

業の進め方や内容を振り返るとともに、学生の理

解の深まりや興味・関心の高まりの面から点検で

きるように、継続して実施する。 

 

イ 教育環境の整備 

（ア）スチューデントアシスタントの充実 

対話的討論や課題発見・問題解決型学習を充

実させるため、スチューデントアシスタント

（学士課程の学生が教育の補助を行う制度）な

ど教育支援体制を充実させる。 

16 （ア）スチューデントアシスタント（Ｓ

Ａ）制度の実施状況を点検すると共に、

他大学の運用状況を調査し、制度の見直

しと 充実を図る。 

【取組内容】 

(1)スチューデントアシスタント（ＳＡ）につい

て、本学の制度改善に向けた活動を開始した。 

 

 

【資料番号】 

 16-1  ＳＡ採用願 

 

【今後の課題・方向性】 

本学の教育支援体制の充実に向けて、他大学の

運用状況（いかなる科目のどのような方法でＳＡ

を導入しているか等）を調査するなどして、効果

ｂ 
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的なＳＡ活用事例についての情報発信に努め、既

存のＳＡを活用した授業の内容や運営方法を点

検し、必要に応じて見直しを行う。 

（イ）カリキュラムの見直し 

社会や学生のニーズに合ったカリキュラム

の見直しを適宜行う。そのために、高校訪問や

高校教員説明会等で集約した要望や意見、地元

経済界、自治体、活動団体などからの要望や意

見を参考に、検討し見直す。 

17 （イ）高校訪問や高校教員説明会等を 

集約した要望や意見、地元経済界、自治

体、活動団体などからの要望や意見を参

考に、社会や学生のニーズに合ったカリ

キュラムの見直しを検討する。 

【取組内容】 

(1)下記のように、高校、地元経済界、自治体と

の意見交換会・懇談会を実施し、その状況につ

いて、その都度、教授会および関係センターの

運営委員会で確認し、教育内容や入試概要の検

討等に活用した。 

①県内外の高校進路指導担当教員に対し、大学・

入試説明会の実施（13会場。意見交換を含む） 

②本学での計 21 校（県内 11 校、県外 10 校）の

大学見学会の受け入れ、実施（進路指導教員向

け個別説明や意見交換を含む） 

③東信校長（平成 29 年 5 月 18 日）・教頭向け講

演会（平成 29 年 4 月 18 日、平成 29 年 9 月 30

日）に加え、上田染谷丘高校への進路講演会（平

成 29年 8月 29 日）の実施（意見交換を含む） 

④上田市（平成 29 年 11 月 16 日：福祉部・健康

こども未来部、平成 29 年 12 月 14 日：教育委

員会）、長野県（平成 29 年 9 月 20 日）の政策

課題について共有する意見交換会の実施 

⑤長野県教育委員会との大学改革、高大接続にか

かる意見交換会への参加（平成 29年 6月 19日） 

⑥上田商工会議所および上田市内商工会との人

づくりにかかる意見交換会の実施（平成 29年 7

ｂ 
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月 11日） 

⑦インターンシップ報告会における受入れ企業

および受入れ予定企業との意見交換会の実施

（平成 29年 11 月 22 日） 

⑧業界・仕事研究セミナーへの参加企業に対する

人材育成にかかるアンケートの実施 

(2)地域で活躍する人材育成を意図し、日本銀行

（長野県金融広報委員会）と連携し「職業観養

成特別講義Ａ（生活と金融）」を立ち上げること

を双方で確認し、準備を進めた。 

(3)信濃毎日新聞社と教育連携・協力の覚書を締

結し、学生の新聞活用にかかる講義の立ち上げ

の準備を進めた。 

(4)上田信用金庫（平成 29 年 10 月 3 日）、長野県

中小企業家同友会（平成 30 年 2 月 20 日）と地

域課題の解決および人づくりにかかる連携協定

を締結した。 

 

【資料番号】 

 17-1 高校教員向け「大学・入試説明会」資料 

 17-2  上田市との意見交換会資料 

 17-3 地域産業界等との懇談会資料 

 17-4 意見要望等一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

本学のカリキュラムに対する要望や意見を確
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認するために、高校教員説明会参加教員に対する

アンケートを実施する。企業・組織における求め

る人材像に関する意見の教育内容への反映や、学

生等の意見を踏まえた教育環境の改善策（特に、

学生の講義室、演習室等の使用状況を踏まえた改

善計画）を検討する。 

（ウ）キャンパスミーティングの実施 

「キャンパスミーティング」を年２回開催し

て、学生の要望や意見を汲み上げ確認し、全て

の学生が学びやすい教育環境の整備に努め、教

育活動の向上を図る。 

18 （ウ）キャンパスミーティングの実施 

キャンパスミーティングを年２回開催し

て、学生の要望や意見を聴取し、教育環

境の整備に努める。 

【取組内容】 

(1)学生自治会と調整の上、長野大学キャンパス

ミーティング実施要綱を策定した。 

(2)平成 29 年 6 月 21 日及び 11 月 22 日にキャン

パスミーティングを実施し、施設整備、サーク

ル運営、授業等の教育環境について意見交換を

行った。 

 

【資料番号】 

 18-1  キャンパスミーティング実施要綱 

 18-2 実施記録 

 

【今後の課題・方向性】 

キャンパスミーティングを継続して実施する。

同ミーティングで意見交換した事案が、その後ど

のように扱われたかをフィードバックする体制

についても検討する。 

 

 

 

ｂ 
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 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学生生活支援 

（ア）心身の健康保持支援  

学生の心身の健康の保持を図るため、教職員

と学生相談室（相談員配置）及び保健室（保健

師等配置）を置き、教職員と学生相談室及び保

健室、また、医療機関と連携して学生を支援す

る。 

加えて、心の健康相談と早期改善に結びつく

ようにキャンパスソーシャルワーカー（大学内

で相談援助を行う者）を配置し、メンタルヘル

スを行うとともに、専門医の受診を紹介するな

ど、学生支援体制の充実を図る。 

（ア）心身の健康保持支援 

19 教職員、学生相談室、保健室及び医療

機関が連携して学生を支援する体制を構

築し、学生のメンタルを含む健康状況の

把握と心身の健康の保持を図る。 

【取組内容】 

(1)全新入生に「学生相談室予備カード」を提出

してもらい、潜在化している心理的課題の早期

発見に努めた。課題のある学生には学生相談室

による「呼び掛け相談」を実施し、早期対応を

行った。 

(2)職員の研修会（ゲートキーパー養成研修会、

ハラスメント防止研修会、発達障害者の自死予

防研修、発達障害者の就労等）への派遣と、学

内教職員を対象に研修会を開催（HIV 陽性者の講

演会）し、学生を取り巻く環境と対応について

研修を行った。 

 

【資料番号】 

 19-1  学生相談室予備カード 

 19-2 学内研修会・職員研修派遣実績 資料 

  

【今後の課題・方向性】 

学生の学修・生活・心身の健康にかかる支援策

をさらに検討する。 

ｂ 

（イ）学修支援 

新入生の大学への適応が円滑に進むよう、入

学前学習と入学後のオリエンテーションの充

実を図るとともに、在学生にはアドバイザー

（イ）学修支援 

20 新入生の大学への適応が円滑に進むよ

う、年度当初のガイダンスやオリエンテ

ーションでの履修指導の充実を図る。在

【取組内容】 

(1)入試スケジュールの変更にも配慮しつつ、新

入生の大学への適応が円滑に進むようガイダン

ス内容とスケジュールの見直しを行った。また、

ｂ 
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（担任制）による学修支援及び個別相談を行う

体制を整備し、学業不振による退学者の減少に

努める。 

加えて、専門図書の蔵書及び自主学修スペー

スの整備など図書館の充実とレファレンスサ

ービス（利用者が求めた情報や資料を検索・提

供・回答する業務）を行うなど学修支援の充実

を図る。 

学生にはアドバイザー（担任制）が授業

への出席状況及び単位修得状況を把握す

るとともに、オフィスアワー（週２コマ）

の実施を徹底するなど必要に応じて個別

相談を行い、学生に変化が生じた際の早

期対応に努める。 

大学の帰属意識醸成のために、この地に大学が

設置された歴史的経緯に関する特別講演を企画

し、平成 30 年度入学式の後に実施予定である。 

(2)各学期開始前の（年 2 回）履修ガイダンスで

は学年別全体の履修を行うとともに、必要に応

じてアドバイザーおよび教育支援課窓口での個

別指導を行い、履修指導の充実を図った。 

(3)学生支援検討会で、単位修得状況および出席

状況の情報を共有するとともに、関係者間で協

議し、必要に応じて、三者面談等を行うなど親

（学資負担者）との連携を図った。 

 

【資料番号】 

 20-1  ガイダンス日程表 

 20-2 オフィスアワー時間割 

 20-3  三者面談実施一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

学生が学修、生活、就職等の相談をアドバイザ

ーや担当課に適宜行うことができるような体制

について検討する。学生の出席状況や単位修得状

況を適時把握し、学生の変化に対して速やかに対

応できるような支援体制について検討する。 

（ウ）課外活動支援 

学生のサークル、ボランティア、委員会、自

主的な研究活動等を奨励するとともに、強化サ

（ウ）課外活動支援 

21 学生に対する表彰制度（課外活動表彰

制度）や奨励金制度（夢チャレンジ制度）

【取組内容】 

 学生の積極的な取組みを表彰する「学生表彰制

度」や学生の意欲的な挑戦を支援する「夢チャレ

ｂ 
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ークルを指定し、支援する制度の充実を図る。 

また、学生表彰制度を設け、課外活動等で顕

著な成績成果を上げた学生、社会に貢献した学

生を表彰し、さらなる活動の向上に努める。 

を設け、課外活動等で顕著な成績成果を

上げた学生、社会に貢献した学生を表彰

し、意欲の高い学生の活動を支援する。 

ンジ制度」の規程を整備し、課外活動等で活躍し

た学生（団体 4、個人 21）を表彰し、夢チャレン

ジャー12件の報告会を実施した。 

 

【資料番号】 

 21-1  課外活動表彰一覧 

 21-2 夢チャレンジ報告会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

 これらの制度の趣旨に照らし合わせて内容・運

用方法について点検し、必要に応じて見直しを行

う。 

（エ）学生・卒業生アンケートの実施 

学生アンケートやキャンパスミーティング

を実施し、学生の意見や要望・提言を聞く体制

を作るとともに、卒業生に対し、学生生活の満

足度やその修得効果などについて意見、要望を

アンケート調査で聴取しその結果を今後の教

育や学生支援等の改善に活かす体制を構築す

る。 

（エ）卒業生アンケートの実施 

22 教育内容や学生支援等の改善に活かす

ため、学生アンケートやキャンパスミー

ティングを実施する。また、同窓会と連

携し、卒業生からの意見聴取（アンケー

ト等）を行う。 

【取組内容】 

(1)今後の教育内容や学生支援について、学生の

意見をもとに改善を図るために、下記のイベン

トを実施した。その結果について、その都度、

教授会および関係センターの運営委員会で確認

した。 

①1 年生、2 年生を対象とするキャリアガイダン

スにおいて、大学生活全般に関するアンケートを

実施。教育、生活、就職、施設等に関する意見を

聴取 

②授業の改善ポイントをそれぞれの授業担当者

が自覚できるようにするために、各学期において

授業アンケートを実施し、それらを踏まえてそれ

ぞれの担当者が今後の授業の改善点を整理 

ｂ 
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③授業、学生生活、課外活動、障害学生支援など、

学生生活全般にかかる懇談会（ミーティング）の

実施 

(2)平成 29年度卒業生に、教育内容や学生生活に

関するアンケートを実施し、意見聴取を行った。 

 

【資料番号】 

 22-1  学生支援に係る各種懇談会記録 

 22-2 卒業生アンケート 

 

【今後の課題・方向性】 

  教育内容や学生支援の改善を図るために、各種

アンケートを継続して行う。 

（オ）学生への情報伝達体制の整備・構築 

安全で快適な学生生活を送ることができる

よう、休講情報、災害情報、気候情報、防犯情

報、その他緊急を要する情報など長野大学専用

のポータルサイトを活用して、迅速に情報を伝

達する。 

 【取組内容】【年度計画記載なし】 

(1)キャンパスミーティング等により学生の意見

を聴取しながら、防犯情報や SNS 等ネット上の

トラブルに関して、ポータルサイトを利用して

学生に対する注意喚起を行った。 

(2)平成 29年 10 月 11 日に全学的避難訓練（全館

にいる学生、教職員を対象にして）を実施し、

訓練上の課題を明確にした。 

(3)実際に震災等が発生した折、どのように避難

できるか、安全を確保するかについてのパンフ

レット(携行できるもの)を企画し、ガイダンス

で在学生に配布した。平成 30年度新入生にも入

学後に配布予定である。 
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【今後の課題・方向性】 

学生が安全で快適な生活を送ることができる

ように、キャンパスミーティング、全学的な避難

訓練を継続して行う。 

（カ）学生支援の充実による退学率の減少：記

の教育及び学生支援の（１）から（３）の目標

を踏まえた計画 

学生の退学の主な理由は、「就学意欲を見出

せないことによる学業不振」、「メンタル上の課

題」、「経済的事由」などとなっている。退学率

の減少にかかる基本的な対策としては、１）学

生の授業への出席状況及び単位修得状況の把

握と面談支援、２）学生のメンタルを含む健康

状況の把握と相談支援、３）学生の生活や経済

状況の把握と経済支援制度の拡充、などを図

る。特に、「就学意欲を見出せないことによる

学業不振」への対策としては、学生が目標をも

ちながら計画的に学習できる制度や仕組みに

ついて検討するとともに、学生がこれまでの自

分について振り返り、大学の学びや将来の進路

の方向性を主体的に考えられるような機会に

ついて検討する。 

学生の計画的学習のために、Ａ）授業におけ

る予習・復習の重視と単位の実質化、Ｂ)履修

制限単位数の設定、Ｃ）未修得単位の追加履修

（各学期の未修得の一定単位分を次期におい

（オ）学生支援の充実による退学率 

23 各学部において学生支援検討会を定期  

 的に開催し、学生の単位取得状況、出席 

 状況、及び動向を把握するとともに、そ 

 れぞれの学生の状況に応じた学習・生活 

 支援について検討する。 

 

【取組内容】 

(1)学生支援検討会を通じて情報共有をはかりな

がらアドバイザーやキャンパスソーシャルワー

カー、保健師、学生相談室相談員等が連携し、

出席不良・単位未修得学生の状況および今後の

課題の確認等を行った。 

(2)後述の「学生支援に関する指標」のその他と

して設定する「退学率」に関連し、学生が目標

をもちながら学び、計画的に単位を修得し、適

切なタイミングで就職活動ができるように、幾

つかの仕組みや体制を整備した。 

 ①地域の企業・組織・団体と連携した地域協働

型の学びの推進（16 件（19 の取組み）） 

 ②初年次段階から目標をもった学びや生活がで

きるよう 1年次、2年次を対象にしたキャリア

ガイダンスの実施（それぞれ平成 29年 12 月に

実施） 

 ③3 年生全員を対象にしたキャリア面談の実施

（10月から翌 1月にかけて実施） 

 ④ＧＰＡ制度の導入と、学生が学びの目標もち

自身の位置を確認できる体制の整備 

 ⑤学生支援検討会の定期的な開催と、単位未修

ｂ 
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て履修可能にする）、Ｄ）アドバイザー教員に

よる学生の出席・単位修得状況の把握と、出席

不良・単位未修得学生の学習支援、などを行う。 

また、学生の主体的学習のために、Ａ）これ

までの自分の生き方について対話の中で振り

返り、これからどのように生きていくのか（な

いし仕事をしていくのか）を協働で考える「全

学共通ゼミナール（初年次ゼミナール）」、Ｂ）

協働作業や対話の中から多面的な視点で物事

を考え、今後の方向性や自らの仕事のありよう

について考える「ゼミナール、実習・インター

ンシップ」、Ｃ）地域（社会、企業・組織）の

現状を捉えて、地域をこのようにしたいという

ことについて、地域住民、地域企業・組織と学

生とが協働で考える「プロジェクト」などを推

進する。 

得学生・出席不良学生の対応策の検討、就職に

かかる状況補足および支援策の検討（各学部教

授会において定例的に実施） 

 

【資料番号】 

 23-1  学生支援検討会開催 資料 

 

【今後の課題・方向性】 

 学生が目標をもちながら学び、計画的に単位を

修得し、適切なタイミングで就職活動ができるよ

うな仕組みや体制についてさらに検討する。 

イ 経済的支援 

学生の学修意欲を喚起するため、特待生制度

の充実を図るとともに、罹災・災害等にみまわ

れた学生や生活に困窮した学生への経済支援

制度・奨学金の充実を図り、経済的理由による

退学者の減少に努める。 

そのため、他の公立大学の取り組み状況を調

査検討し、合わせて学生の経済状況の把握に努

め、経済支援制度・奨学金を開学後早期に確立

する。 

24 経済支援制度・奨学金を早期に確立す

るため、他の公立大学の取り組み状況を

調査する。 

【取組内容】 

経済的支援にかかる制度案を検討、確定し、次

年度の実施に向けて準備をした。 

 

【資料番号】 

 24-1  経済支援、奨学金新制度の規程 

 

【今後の課題・方向性】 

 新制度を履行する。 

 

ｂ 
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ウ 障がいのある学生支援 

障がいのある学生に対するノートテイク等

による情報保障に加え、障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律に基づき適切な運

用を行う。 

また、「障がいのある学生との懇談会」を年

２回開催し、そこで出された支援内容や施設設

備（バリアフリー）に対しての意見や要望を吸

いあげ、学生支援体制の充実を図る。 

25 障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律で定められている合理的配慮

や、障がいのある学生の多様なニーズに

対応できるよう、「障がいのある学生との

懇談会」を年２回開催し、支援内容や施

設設備（バリアフリー）に対しての意見

や要望を吸い上げ、学生支援体制の充実

を図る。 

【取組内容】 

(1)障がい学生に対する合理的配慮について、「長

野大学障害者差別解消法対応要領」をもとに障

害学生支援室より授業科目担当者に対して対応

を依頼した。  

(2)障がいのある学生との懇談会およびノートテ

イク懇談会を前後期各１回開催し、学生の意見

や要望を確認し、実現可能なことは実施した。

また、障がいのある学生の避難訓練を実施し、

課題の洗い出しを行った。 

(3)ノートテイク養成講座を前後期各１回、開催

した。ノートテイクの支援として新たに UDトー

ク（音声認識技術を活用した情報保障システム）

を導入した。また、UD トークに関する研修会を

開催した。 

 

【資料番号】 

 25-1  障がいのある学生支援実績 

 25-2  ノートテイク等研修会開催資料 

 

【今後の課題・方向性】 

「障がいのある学生との懇談会」を設定すると

ともに、障がい学生への各種支援を継続的に実施

し、さらなる充実を図る。 

 

ｂ 
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エ 就職支援 

（ア）就職指導体制の整備 

 大学卒業後の就職・進学の方向性を自覚的・

主体的に考えられるよう、また、卒業生に対す

る就職者・進学者の割合を高めるよう、さらに、

地域内就職者の割合を高めるよう、これまで展

開してきた特別コース※を推進していくとと

もに、低学年からのキャリア教育の強化や、

個々の学生の資質、希望を的確に把握し、指導

する体系的な体制を整備する。 

具体的には、１）低学年からの企業・組織・地

域社会の課題発見・問題解決型のゼミナールや

プロジェクトの推進、２）学生の職業観を低学

年から段階的に養成するキャリア教育（職業観

養成科目）及びキャリアディベロップメントプ

ログラム（採用試験・検定試験対策講座）の整

備、３）学部の特性を踏まえたインターンシッ

プ先（実習先）の開拓と実習内容の拡充、４）

学生が進路に向けた活動時に就職活動に注力

できるような学生の履修支援体制の整備、５）

学生が進路を選択・開拓する上で有用な就職活

動ガイダンス・就職活動ゼミナール（採用担当

者・実務家の招聘による職業観の養成、業界・

企業・事業・仕事の理解、コミュニケーション

能力やマナーの涵養、自己紹介書の作成支援、

面談練習支援）の実施、６）上田地域定住自立

（ア）就職指導体制の整備 

26 低学年からのキャリア教育を充実させ

るため、企業・組織・地域社会の課題発見・

問題解決型のゼミナールやプロジェクトを

推進する。 

学生の職業観を低学年から段階的に養成

するキャリア教育（職業観養成科目）、キャ

リアディベロップメントプログラム（採用

試験・検定試験対策講座）、及び就職活動支

援イベント（ガイダンス、ゼミナール、研

究セミナー）を整備する。また、これらの

就職活動支援を実施する上で企業・組織と

の連携を強化する。 

 中期計画で挙げた具体的事項を初年度か

ら実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

(1)これまで高等教育機関で教育の柱であった

「教養教育」「専門教育」に、「地域協働型教育」

という 3つめの柱を新たに追加し（長野大学の

教育の三本柱）、それぞれの学部において、地

域課題解決にかかるプロジェクトや取組みを

推進した。 

(2)学生の職業観を低学年から養成するという視

点に立ち職業観養成科目を配置した。職業観養

成科目群および職業に関連した科目として配

置した科目は下記の通り。 

①社会福祉学部 

1 年次：「福祉の仕事」 

2 年次：「職業選択と生き方」「組織キャリア論

Ⅰ」「若者と労働」＋基礎実習・演習科目 

3 年次・4年次：社会福祉、相談援助、精神保   

       健福祉援助にかかる実習と演習 

②環境ツーリズム学部、企業情報学部 

 1 年次：「職業選択と生き方」 

 2 年次：「情報と職業」「組織キャリア論Ⅰ」「若 

     者と労働」 

 3 年次：「組織キャリア論Ⅱ」「インターンシッ 

     プⅠ」 

 4 年次：「インターンシップⅡ」 

 

ｂ 



36 

 

 

 

圏域をはじめとする県内の企業・組織を招聘し

た合同企業説明会（業界・仕事研究セミナー）

及び個別企業説明会の実施、７）学生の大学院

（修士課程）進学に向けたアドバイザー教員に

よる研究計画策定支援、口頭試問対策支援及び

専門試験対策支援の実施、８）アドバイザー教

員及びキャリアカウンセラーによる学生の就

職・進路にかかる状況把握と相談支援体制の強

化、などを図る。 

※特別コース：資格の取得（TOEIC、中国語

検定等）や採用試験合格（公務員等）に向けて、

低学年から取り組む学部横断型のコース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)学生が将来の職業やその上で必要となる専門

的な知識・能力の涵養を図ることができるよう

各種の採用試験講座・検定試験対策講座を企

画・開催した。開講した講座は下記の通り。 

①公務員試験対策 

各学年別開講講座 

1 年生：「リメディアル」110 名「教養Ⅰ」91名 

2 年生：「教養Ⅱ」65 名「憲法」21名「経済原   

        論Ⅰ」63名 

3 年生：「教養Ⅲ・Ⅳ」31名「民法行政法Ⅰ・ 

      Ⅱ」68名「経済原論Ⅱ・Ⅲ」28名「行 

      政専門」37名「福祉専門」11 名 

4 年生：「試験直前対策講座」20 名 

②国際キャリア（国際的職業人）対策 

  ・「英語グループ学習」8名「TOEIC 対策講座」 

    11 名 

 ・「中国語強化講座」12名 

③教員採用試験対策 

  各学年別開講講座 

 1 年生：「教員採用試験入門」17名 

 2 年生：「教職教養概論」7名 

 3 年生：「教職教養講座Ⅱ」7名「教科専門講  

     座（特別支援）」7名「論作文講座」7名 

 4 年生：「試験直前対策講座」5名 
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④簿記会計 

 ・「日商簿記 1級対策講座」2名 

 ・「日商簿記 2級対策講座」5名 

 ・「日商簿記 3級対策講座」24 名 

⑤情報処理技術者 

 ・「IT パスポート試験対策講座」10 名 

  ※記載人数は受講者数 

 

【資料番号】 

 26-1  step UP 

 26-2  キャリア支援対策講座一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

学生の職業観養成や専門的な基礎知識・能力の

涵養に適う科目・講座になっているのかを確認・

点検するとともに、必要に応じて内容の見直しを

行う。また、地域協働型の教育の拡充により学生

の将来を意識した学びや目標をもった学びをさ

らに支援する。 

27 １）低学年からの企業・組織・地域社

会の課題発見・問題解決型のゼミナール

やプロジェクトを推進する。 

 

 

 

 

【取組内容】 

(1)平成 29年度において、地域協働型の取組みや

プロジェクトは、3学部で計 16件（19の取組み）

となっている。 

(2)地元の中小企業、信用金庫と産学金協働で進

める「知財活用プロジェクト」が始動し、特許

技術をもとに学生が考案したアイディアの商品

ｂ 
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化に向けて協働が進められている。 

(3)その他、地域づくりや、地域課題の調査、食

品加工系・サービス系の企業から問題解決型の

プロジェクトの依頼があった。 

 

【資料番号】 

 27-1  職業観養成カリキュラム一覧 

  

【今後の課題・方向性】 

平成 29 年度に課題の解決策として考案・提案

した仕組みや商品の具体化を進めながら、地域課

題の解決にかかるプロジェクトの内容的な深化

を図る。また、各学部のゼミナールにおいて、地

域社会や企業・組織の課題を特定し、それら課題

をどのように解決をすすめるのかについて整理

するとともに、新たな地域課題の解決に関するプ

ロジェクトの立ち上げについても検討する。 

 

28  ２）１・２年次を対象にキャリアガイ

ダンスを実施し、キャリア意識の醸成を

図る。 

 

【取組内容】 

学生が低学年から職業観を醸成し、将来を意識

した学びや生活がすすめられるよう、1年生向け、

2年生向けの「キャリアガイダンス」（①目標をも

った生活・学習と将来、②在学生の学生生活と成

長ストーリー）をそれぞれ 12 月に試行的に実施

した。 

 

ｂ 
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【資料番号】 

 28-1  キャリアガイダンス資料 

 

【今後の課題・方向性】 

学生が目標をもって学びや生活が展開できる

ようこれらのガイダンス内容を点検し、必要な場

合には見直しを行う。 

29 ３）これまでの受け入れ企業・組織と

の連携を強化し、今後も確実にインター

ンシップが実施できるよう協定を結べる

よう準備する。 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

(1)インターンシップの協定先として 4 つの企

業・組織を特定し、協定締結に向けた準備をし

た。 

(2)学生がインターンシップの経験やそこでの成

長を自身の言葉で語ってもらう機会としてイン

ターンシップ報告会を開催するとともに、本学

学生のインターンシップの状況を理解してもら

うために、インターンシップ受入れ検討企業を

同報告会に招聘した。  

 

【資料番号】 

 29-1 インターンシップ報告会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

平成 29 年度に特定した企業と協定を締結し、

協定先の拡充を図る。また、商工・経済団体等と

連携し定住自立圏域内におけるインターンシッ

プの受け入れ強化を図る。 

ｂ 
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30 ４）学生支援センター、大学教育セン

ター及びキャリアサポートセンターが連

携して低学年から着実に単位修得できる

ような支援体制を整備する。 

 

【取組内容】 

(1)ＧＰＡ制度の立ち上げに向けた準備を行うと

ともに、活用方法について検討した。 

(2)履修ガイダンスにおいて就職活動を意識した

計画的履修について周知するとともに、「将来を

意識した学び」について確認した。 

(3)1 年次、2年次が将来を意識し、目標を持ちな

がら学びや生活ができるように、それぞれの学

年を対象にした「キャリアガイダンス」を実施

した。 

 

【資料番号】 

 30-1 GPA 制度、検討の記録（8-1 再掲） 

 30-2  履修ガイダンス資料 

 30-3  キャリアガイダンス資料（28-1 再掲） 

   

【今後の課題・方向性】 

学生の成長支援の一環としてＧＰＡ制度を導

入するとともに、履修ガイダンス時の「学生が将

来を意識し今後どのように学び、生活していくの

か」という視点の強化を図る。また、各学部の学

生支援検討会では、学生の出席状況や単位修得状

況を逐次確認しながら学生の計画的履修に向け

た対策について協議する。 

 

 

ｂ 
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31 ５）学生が進路を選択・開拓する上で

有用な就職活動ガイダンス・就職活動ゼ

ミナール（採用担当者・実務家の招聘に

よる職業観の養成、業界・企業・事業・

仕事の理解、コミュニケーション能力や

マナーの涵養、自己紹介書の作成支援、

面談練習支援）を行う。 

【取組内容】 

(1)3 年生を対象にした「就職活動ガイダンス」を

中心として、各学年でガイダンスを実施した。

新たに実施した 1 年次、2 年次向けガイダンス

においては、将来の就職や進路に向けた心構え

や今後の準備について理解ができるような内

容に構成した。 

(2)就職活動を目前にひかえた 3 年生に向けて、

「就職活動ゼミナール」（以下、就活ゼミ）を

定例的に実施した。 

4 月 前学期 就職活動ガイダンス 

6 月 就活ゼミ「卒業生によるキャリア講演」

「卒業生による就活体験談」 

7 月 就活ゼミ「職業興味検査」「自己分析」「就

職模擬試験」など 

9 月 福祉職場説明会 

10 月 後学期 就職活動ガイダンス 

11 月 就活ゼミ「今から準備しておくこと」「履

歴書・エントリーシートの上手な書き方」

など 

12 月 就活ゼミ「企業人事担当者パネルディス

カッション」「4年生就職体験報告会」な

ど 

1 月 業界・仕事研究セミナー 

2 月 就活ゼミ 「3/1 就活スタートに向けて」、

「マナー・コミュニケーション講座」「面

ｂ 
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接トレーニング」など 

3 月 「就活マナー講座」など 

(3)キャリアサポートセンターの教職員におい

て、10月以降、主に 3年生を対象とした、自己

紹介書（履歴書・エントリーシートなど）作成

にかかる個別支援を逐次実施した。 

 

【資料番号】 

 31-1  step UP(26－1再掲) 

 

【今後の課題・方向性】 

上記の就職活動ガイダンスおよびゼミナール

が、学生の自分自身の理解からはじまり、自身の

職業観の醸成、業界・企業・職種の理解、具体的

な準備や対策など、学生の就職活動に関する一連

の流れを意識した内容になっているのかについ

て点検し、必要な場合には見直しを行う。また、

採用担当者・実務家の招聘では、県内および地元

企業・組織の参加増加を目指す。 

32 ６）上田地域定住自立圏域をはじめと

する県内の企業・組織を招聘した合同企

業説明会（業界・仕事研究セミナー）及

び個別企業説明会を実施する。 

 

【取組内容】 

上田地域定住自立圏域内および県内の企業・組

織を中心に招聘した業界・仕事研究セミナーを開

催するとともに、個別企業説明会を開催した。 

（1）平成 29 年度「業界・仕事研究セミナー」（平  

成 30 年 1月 30 日） 

 ・参加企業数 38社（定住自立圏域内企業 16 社） 

ｂ 
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 ・参加学生数 248 名 

 ・学生参加率 74％（社会福祉学部 63％、環境 

  ツーリズム学部 78％、企業情報学部 86％）  

 ・学生満足度 83.1% 

 

（2）平成 29 年度学内個別企業説明会 

 ・平成 29 年 4 月 18 日の日本銀行からスタート 

し、平成 29 年度においては、計 64社の説明

会を開催した。 

 

【資料番号】 

 32-1 業界仕事研究セミナー開催資料 

 32-2  企業説明会開催資料 

 

【今後の課題・方向性】 

業界・仕事研究セミナーや個別企業説明会にお

ける県内および定住自立圏内企業・組織の参加増

加に努める。また、定住自立圏域内の商工・経済

団体等との連携により、学生が地域内企業を見学

したり経営者と交流する機会を設け、本学学生の

地域内企業への認知度向上を図る。 

 

33 ７）学生の大学院（修士課程）進学に

向けたアドバイザー教員による研究計画

策定支援、口頭試問対策支援及び専門試

験対策支援を行う。 

【取組内容】 

大学院進学を希望する学生のアドバイザー教

員により、それぞれの大学院受験ごとに研究計画

の作成、専門記述試験、英語試験、面接口頭試問

ｂ 
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 試験にかかる支援を行った（上越教育大学大学院

学校教育研究科臨床心理学専攻、千葉大学大学院

園芸学研究科環境園芸学専攻、横浜国立大学大学

院国際社会科学府経営学専攻などに合格）。 

 

【資料番号】 

 33-1 進学希望者の進学先一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

指導教員および関係教員による研究計画策定

支援、口頭試問対策支援及び専門試験対策支援を

継続して行う。 

34 ８）アドバイザー教員及びキャリアカ

ウンセラーによる学生の就職・進路にか

かる状況把握と相談支援の一層の強化を

図る。 

【取組内容】 

(1)3 年生全員を対象にしたキャリア面談を実施

した（平成 29 年 10 月から平成 30年 1月にかけ

て実施）。また、キャリアカウンセラー2 名を配

置し、学生の就職状況の補足および未決定学生

の個別相談支援を適時実施した。 

(2)学部教授会の学生支援検討会において、学生

の就職活動の状況把握及び補足の機会を設定し

た。 

 

【資料番号】 

 34-1 キャリア相談、面談、指導実施資料 

 34-2  学生支援検討会開催 資料（23-1 再掲） 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

学部教授会の学生支援検討会における学生の就

職活動の状況把握及び捕捉の機会を、就職活動時

のみではなく、就職活動のピークが終わる 10 月

から 12 月においても設定する。 

（イ）企業・組織との連携強化による地域人材

の育成と輩出 

【地域が求める人材の育成に向けた取組】 

就職支援については、社会に有用な事業を展

開する地域内・地域外の優良企業・組織を特定

し、学生に対して適宜紹介するとともに、学生

がそれら企業や事業・仕事の特徴などを理解

し、効果的な就職活動が展開できるように支援

する。特に、地元企業・組織（国際的な事業を

展開する企業・組織を含めて）については、ヒ

アリング調査や卒業生との繋がりを強化する

など、地元企業・組織が求める人材像（能力・

資質）を定期的に確認して可能な限り教育内容

や、ディプロマポリシー、カリキュラムポリシ

ー、アドミッションポリシー等に反映する。ま

た、地元企業・組織でのインターンシップや実

習等の就業体験の機会・内容を拡充し、学生の

業界や企業、事業及び仕事などへの理解を深め

るとともに、学生が地元で生きることの意味を

実感できるように支援する。 

【地元企業・組織との連携による教育の充実】 

（イ）企業・組織との連携強化による地域

人材の育成と輩出 

35 地元企業・組織でのインターンシップ

や実習等の就業体験の機会・内容を拡充

し、学生の業界や企業、事業及び仕事な

どへの理解を深めるとともに、学生が地

元で生きることの意味を実感できるよう

に支援する。 

  地元企業を知るための機会を特に多く 

  設定する。具体的には、地元企業の社長

との懇談や、地元企業の「会社説明会」

の開催等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

(1)インターンシップ及び福祉実習の受講にかか

るガイダンスを実施し、その目的、内容、計画、

学生の成長などについて周知した。 

(2)「福祉実習報告会」を実施し、受講した学生

が実習の目的や計画、それぞれの成長などにつ

いて報告・意見交換する機会を設定した。当該

報告会には受講者とともに、これから受講する

下級生、さらには地元を中心とした福祉施設の

関係者が参加した。 

(3)「インターンシップ報告会」を実施し、受講

した学生が受講の目的や計画、それぞれの成長

などについて報告・意見交換する機会を設定し

た。当該報告会には受講者とともに、受講予定

の下級生、地元を中心とした企業の関係者が参

加した。 

(4)地元の企業・組織・団体と協働し、地域課題

の解決を担い、地域人材を育成すべく、下記の

組織と連携に向けた準備を進めた。 

①日本銀行長野事務所（職業観養成科目の立ち  

 上げ） 

ｂ 
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現在試行的に進めている地元企業・組織との

産学協同プロジェクトをさらに拡充し、学生が

企業や組織とともに事業開発や商品開発等に

取組むことにより、職業観や勤労観、さらには

職業人として必要な知識・能力・姿勢を習得で

きるように支援する。また、上記のインターン

シップ（海外インターンシップを含む）や実習

等の受入先を新規に開拓するなど、地元企業・

組織との連携による教育を充実させ、共に学生

を育成するシステムを構築する。そして、この

ような地域協働型教育により、地元で生きるこ

とを重視する学生が、実際に進路選択ができる

ように、県内及び上田地域定住自立圏域内の企

業・組織を招聘した「合同企業説明会（業界仕

事・研究セミナー）」や、「個別企業説明会」を

実施する。 

【地元企業・組織の魅力を伝える】 

地元の企業・組織訪問を実施し、求人や求め

る人材像（知識・能力・姿勢・態度等）にかか

る情報収集をするとともに、学生にそれらの情

報を適時提供する。また、本学教職員とともに、

旧学校法人の同窓会、卒業生などの協力を得

て、積極的に企業・組織開拓をする。関連して、

就職情報に精通したカウンセラーを配置し、き

め細かな就職支援を行う。大学独自の「合同企

業説明会（業界・仕事研究セミナー）」、「福祉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②長野県観光部（観光系専門科目の立ち上げ） 

③信濃毎日新聞社（講義科目の立ち上げおよび 

 教育連携協力の覚書の締結） 

④上田信用金庫（地域課題の解決および人づくり） 

⑤長野県中小企業家同友会（地域課題の解決お 

 よび人づくり） 

(5)学生が地元企業・組織を知り、将来、生きて

いくことを考える機会として以下を開催した。 

①長野県中小企業団体中央会と連携した「地元 

 企業の会社説明会」の実施 

②坂城町と連携した職場説明会への学生参加 

 の促進 

③上田商工会議所と連携した「業界・仕事研究 

 セミナー」の開催と、招聘する企業のうち定 

 住自立圏域内企業の割合の増加（38社中 16 

 社） 

④地元企業を中心とした企業とのインターン 

 シップ協定の締結に向けた取組み 

⑤3年生を対象とした就職活動ゼミナールへの 

 地元企業の採用担当者等の招聘強化 

⑥地元企業の経営者との懇談会の実施（授業科 

 目「組織キャリア論」において） 

⑦「地元企業の見学ツアー」の試行的取組み（見 

 学先：ミマキエンジニアリング、松山）の実 

 施 
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の職場説明会」や懇談会を開催し、地元企業や

組織（社会福祉法人等）の魅力を学生に伝え、

県内及び上田地域定住自立圏域内（上田市、東

御市、青木村、長和町、坂城町、立科町、嬬恋

村）への高い就職率を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料番号】 

 35-1 福祉実習報告会資料 

 35-2  キャリアガイダンス資料（28-1 再掲） 

 35-3  インターンシップ報告会資料(29-1 再掲） 

 35-4  地域産業界等との懇談会資料（17-3 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

学生における業界・企業・事業・職業の理解お

よび地域企業・組織の認識向上の視点から、ガイ

ダンスや報告会等の内容を点検し、必要な場合は

見直しを行う。 

 

（ウ）企業・組織等アンケートの実施  

採用いただいた企業・組織等に対し、本学卒

業生の印象、本学に求めるものなどについてア

ンケート調査を行い、教育内容の改善に役立て

る。また、公務員試験合格や教員免許取得、国

際的職業人の育成等に向けたキャリアディベ

ロップメントプログラムを計画・策定し、各種

試験・資格対策講座を企画・運営する。 

（ウ）企業・組織等アンケートの実施 

36 教育内容の改善に役立てるため、企

業・組織等に対し、本学卒業生の印象、

本学に求めるものなどについてアンケー

ト調査を行う。 

【取組内容】 

教育内容の改善に役立てるため、企業・組織等

に対し、本学卒業生の印象、本学に求めるものな

どについてアンケート調査を実施した。平成 29

年度は 9月に開催した「福祉の職場説明会」で参

加施設団体へのアンケートを実施した。また、平

成 30年 1月 30 日開催の「業界・仕事研究セミナ

ー」でも同様のアンケート調査を実施した。 

 

【資料番号】 

 36-1 企業組織アンケート 

 36-2  アンケート結果  

 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

教育内容の改善に役立てるため、アンケート調

査を継続して行うとともに、これらの状況を教授

会および関係するセンター運営委員会で協議し、

改善事項を明らかにする。 

 

 学生支援に関する指標 

就職決定率（就職者数÷就職希望者数×１０

０）：９５％以上 

◇卒業生に対する就職者・進学者の割合（（就

職者数＋進学者数）÷卒業生数×１００）:創

設後、３年後の平成３１年度までに公立大学同

系統の数値（８８.８％）以上をめざす。 

＜参考＞公立大学同系統の「卒業生に対する就

職者の割合」は、８８.８％（出典：大学の真

の実力情報公開 BOOK ２０１６） 

◇その他、学生支援に関しては、以下の指標等

も設定し、学生支援の方策の有効性を評価す

る。毎年度、各指標の結果を分析し、翌年度の

年次計画に改善策を盛り込む。 

◇退学率（年間退学者数÷在学者数×１００） 

◇地域内就職率（地域内就職者数÷就職数×１

００） 

【１】学生支援に関する指標 

◇就職決定率（就職者数÷就職希望者数×

１００）： ９５％以上 

◇卒業生に対する就職者・進学者の割合

（（就職者数＋進学者数）÷卒業生数×１０

０）：８５％以上を目標とする。 

◇その他、学生支援に関しては、以下の指

標等も設定し、学生支援の方策の有効性を

評価する。毎年度、各指標の結果を分析し、

翌年度の年次計画に改善策を盛り込む。 

◇退学率（年間退学者数÷在学者数×１０

０） 

◇地域内就職率（地域内就職者数÷就職数

×１００） 

【取組内容】 

◇就職決定率 98.4％（平成 30 年 5 月 1 日現在）

◇卒業者に対する就職者・進学者の割合 91.2％

（平成 30年 5月 1日現在） 

 

その他、学生支援に関する指標として、以下の

2つを設定した。 

◇退学率 2.7％（平成 28 年度より 0.5 ポイント

低下させることを目標に） 

◇地域内就職率  

 1)長野県内 78.9％（長野県内出身者の割合を上

回ることを目標に） 

 2)上田市内 18.2％（上田市内出身者の割合を上

回ることを目標に） 

 3)定住自立圏域内 23.6％（定住自立圏域内出身

者の割合を上回ることを目標に） 

 

【資料番号】 

 【1】-1 就職等進路状況 

 【1】-2  除籍・退学状況 

a 
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【今後の課題・方向性】 

主たる指標の「就職率」、「卒業生に対する就職

者・進学者の割合」、及びその他指標の「退学率」

に関連して、学生が目標をもちながら学び、計画

的に単位を修得し、適切なタイミングで就職活動

ができるように、以下のような仕組みや体制を整

備する。 

（1）地域の企業・組織・団体と連携した地域協

働型の学びの促進（16 取組み→さらに強化・拡

充） 

（2）初年次段階から目標をもった学びや生活が

できるよう 1年次、2 年次を対象にしたキャリ

アガイダンスの実施（それぞれ 12月に実施） 

（3）3年生全員を対象にしたキャリア面談の実施

（10月から翌 1月にかけて実施） 

（4）ＧＰＡ制度の導入と、学生が学びの目標も

ち自身の位置を確認できる体制の整備 

（5）学生支援検討会の定期的な開催と、単位未

修得学生・出席不良学生の対応策の検討、就職

にかかる状況補足および支援策の検討（各学部

教授会において定例的に実施） 

 

また、その他の指標の「地域内就職率」に関連

して、定住自立圏域内企業への就職を強化・促進

するために、以下の取組みを実施する。 

①上田商工会議所および各経済団体と連携した
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「地元企業の会社説明会」の実施 

②坂城町と連携した職場説明会への学生参加の

促進 

③「業界・仕事研究セミナー」へ招聘する企業の

うち定住自立圏域内企業の割合の増加（38 社中

16 社→5割程度に） 

④地元企業を中心とした企業とのインターンシ

ップ協定の締結拡充 

⑤3年生を対象とした就職活動ゼミナールへの地

元企業の採用担当者等の招聘強化 

⑥地元企業の経営者との懇談会の実施 

⑦「地元企業の見学ツアー」の実施 

 （４）学生の受け入れと入学者選抜に関する目標を達成するための措置 

ア 学生の受け入れ 

（ア）学部の入学者受け入れ方針（アドミッシ

ョン・ポリシー）を明確に位置づけ、受験生が

理解し、目的意識をもって志願できるように努

める。 

（イ）高い目標をもって、勉学に取り組む意欲

があり、本学で培った知識や技術を活かし、地

域社会に貢献しようという志のある者を積極

的に受け入れる。 

37 学部の入学者受け入れ方針（アドミッ

ション・ポリシー）を明確に位置づけ、

これに合致する高い目標をもって、勉学

に取り組む意欲ある学生を獲得する。 

環境ツーリズム・企業情報両学部の募

集定員をそれぞれ９５名に増員する。 

【取組内容】 

長野大学（環境ツーリズム、企業情報学部の募

集定員をそれぞれ 75 名から 95名に増員）の収容

定員にかかる学則変更について、平成 29 年 5 月

11 日付で文部科学省に届出を行った。 

 

【資料番号】 

 37-1 平成 30年度入学者数、在学生数 

 37-2  地域別入学者一覧  

 

【今後の課題・方向性】 

 定員を増員した環境ツーリズム学部、企業情報

a 
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学部ともに定員を充足した。各学部において、専

門分野、ゼミナール、地域との連携プロジェクト

など、受け入れた学生に応じた教育内容になって

いるのかについて点検し、必要な場合には見直し

を行う。 

イ 入学者選抜 

（ア）一定の基礎学力を備え、かつ学ぶ意欲の

高い学生を確保するため、主体性・協働性・思

考力・判断力など多面的、総合的に評価し、選

抜できる入試制度（調査書の活用、資格・検定

試験の活用など）を実施する。 

（イ）学ぶ意欲の高い受験生を安定的に確保す

るため、入試の動向や入学後の学生の状況を確

認しながら、ＡＯ入試、推薦入試、一般入試の

募集人員の配分や試験内容を適宜見直す。 

（ウ）入試の実施にあたっては、受験生のニー

ズに対応し、適切な地方入学試験会場を設定す

る。 

38 平成３０年度入学者選抜は、ＡＯ・推

薦・一般（前期・中期）・社会人・留学生

の各種入試を実施する。なお、推薦入試

には、定住自立圏域優先枠及び県内高校

在籍者優先枠を設ける。また、適切な地

方入学試験会場を設定し、加えて、志願

者の出願時の利便性を図るため、Ｗｅｂ

出願を取り入れる。 

 

 

【取組内容】 

(1)志願者の出願時の利便性を図るため、Web 出願

を導入（一般入試のみ）した。 

(2)昨年度の出願状況と、志願者の利便性を図る

ため、AO入試（東京／19名、名古屋／20 名、長

岡／14 名）と一般入試公立大学中期日程個別試

験（松本／77名、東京／200 名、名古屋／336 名、

長岡／85 名、富山／133 名、福島／87 名）にお

いて、地方入試会場を設定した。 

 ※ 記載人数は志願者数 

 

【資料番号】 

 38-1 入試者選抜要項、募集要項 

 

【今後の課題・方向性】 

入学者選抜の内容・方法等が志願者の状況にか

なっているのかについて点検し、必要な場合は見

直しを行う。 

 

 

b 
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39 また、学部の入学者受け入れ方針（ア

ドミッション・ポリシー）などを記載し

た、入学者選抜要項を配布し、受験生が

理解し、目的意識をもって志願できるよ

うに努める。 

【取組内容】 

(1)6 月、7 月、8 月に計 3 回オープンキャンパス

を実施（参加生徒数 1,691名【平成 28年度:1,636

名】）し、学部の学び説明、模擬講義、キャリア

支援・学生支援の説明、各種相談受付を行った。 

(2)11 月に高校 3 年生対象の入試説明会・入試相

談会を実施した。 

(3)県内外の高校進路指導担当教員に対し、大

学・入試説明会を実施した（長野、上田、松本、

伊那、甲府、高崎、富山、新潟、上越、宇都宮、

福島、静岡、名古屋の 13会場において教育・研

究の特徴および入試概要の説明）。 

(4)本学での計 22 校（県内 11校、県外 11校）の

大学見学会受け入れ、実施した（栃木・千葉・

徳島・岡山・静岡・茨城・青森の計 9 校の進路

指導教員向け個別説明含む）。 

(5)定住自立圏域の志願者を獲得するため、東信

校長・教頭向け講演会に加え、上田染谷丘高校

（約 20 名）への進路講演会、上田千曲高校（7

名）、丸子修学館高校（8名）、上田西高校（7名）

への本学希望者に対する面接指導ガイダンスを

実施した。 

 

【資料番号】 

 39-1 オープンキャンパス資料 

 39-2  入試説明会資料 
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 39-3  学校見学受け入れ実績 

 39-4  高校訪問報告書（一例） 

 

【今後の課題・方向性】 

 各学部において、ディプロマポリシー、カリキ

ュラムポリシーと整合性のあるアドミッション

ポリシーとなっているのかや表現方法の妥当性

について点検するとともに、それらのポリシーを

大学・入試説明会やオープンキャンパス、入試相

談会において適宜発信できるように努める。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置  

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）研究水準の向上及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

ア 研究水準の向上 

地域を研究の主題とする大学を目指し、学術

研究はもとより、新たな産業の芽を生み出すな

ど、地域に貢献する研究活動や研究成果を社会

に発信しつつ、積極的に地域住民や企業、行政、

ＮＰＯ等と連携し、本学教員を中核とした地域

協働による共同研究を推進する。 

40 地域住民や企業、行政、ＮＰＯ等と連

携し、本学教員を中核とした地域協働に

よる共同研究等を推進する（３件以上）。 

 

【取組内容】 

地域を研究の主題とする大学を目指し、長野大

学独自の研究助成制度として長野大学研究助成

金制度に「地域・社会貢献」枠（研究期間最長 3

年間）を設け、4件を採択した。 

 

【資料番号】 

 40-1 長野大学研究助成金に関する要綱 

 40-2  審査結果（申請、採択一覧） 

 40-3  研究成果報告書（研究実績） 
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【今後の課題・方向性】 

  地域に生きる大学（地域の知の拠点）として、

研究助成制度の趣旨や枠組みについて点検し、必

要な場合は見直しを行う。 

 

イ 研究活動の活性化と研究成果の普及 

（ア）研究における自己点検と教員同志の相互

研鑽の場として「研究交流広場」を実施する。 

（イ）「科学研究費補助金」等競争的外部資金

の申請数を増加させる。 

（ウ）教員の研究活動や研究成果、論文等の実

績について、研究分野の特性を踏まえながら教

員の業績を管理する体制（教員の研究成果を電

子データとしてデータベース化し、保存、公開

する）を構築し、ホームページ等を通じて公表

する。 

（エ）教員の研究活動の奨励と、研究水準の向

上を図るため、教員表彰制度に加えて、国内・

国外研修・留学などサバティカル制度（教員が

一定期間研究に専念する研修制度）の利用を活

性化させるとともに、研究費等の充実などイン

センティブが働く評価制度を構築する。（平成

３１年度～） 

41 研究活動の活性化と研究成果の普及研

究活動の活性化と研究成果を地域への浸

透させるため、教員の研究活動や研究成

果、論文等の実績を、ホームページ等を

通じて発信する。 

【取組内容】 

研究における自己点検と教員同志の相互研鑽

の場として「研究交流広場」を 6 回（うち、1 回

は科研費採択者による報告会。5 回のテーマは事

業番号 13再掲）、学内研究会を１回開催した。 

 

【資料番号】 

 41-1 研究交流広場の記録(13-1 再掲） 

 41-2  研究活動発信情報(ホームページ） 

 41-3  長野大学リポジトリ 

 

【今後の課題・方向性】 

教員の自己研鑽、相互研鑽の場として研究交流

広場・学内研究会を継続的に実施する。また、教

員の著作、論文、報告書に関する研究業績はもと

より、地域と連携したプロジェクト等については

ホームページを通して逐次発信する。 

 

 

 

b 



55 

 

 （２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

ア 研究支援体制の強化 

「科学研究費補助金」等競争的外部資金の新規

申請率を向上させるため、外部研究資金の募集

情報を積極的に収集、教員に迅速に提供し、申

請に当たっての内容説明や申請書類作成支援

を行うなど、応募に当たっての関連情報の提供

やアドバイス等研究支援の体制を強化する。 

また、研究資金の獲得者や応募者に対して、イ

ンセンティブ(学長裁量経費等の配分など)を

与える制度を創設する。これらによって、外部

資金の新規申請件数・獲得件数増を働きかけ、

公立大学の新規申請率平均（４３．５％）以上

を目指す。（平成３３年度） 

42 「科学研究費補助金」等競争的外部資

金の新規申請率を向上させるため、外部

研究資金の募集情報を積極的に収集し、

教員に迅速に提供し、申請に当たっての

内容説明や申請書類作成支援を行う。 

【取組内容】 

(1)「科学研究費補助金」等競争的外部資金の新

規申請率を向上させるため、科学研究費補助金

にかかる専門家による勉強会を開催し、希望す

る教員に対して個別面談、申請書添削の支援を

実施した。 

(2)科学研究費科研費代表者の新規申請数が 2 件

増え 12 件となった。分担者を含む新規申請率は

23％（57名中 13 名）であった。また、科研費を

含む競争的外部資金への新規申請率は、28％（57

名中 16 名）であった。 

【資料番号】 

 42-1 科研費勉強会（コンプライアンス研修会）  

   および申請相談・個別面談、 申請書添削 

 42-2  科研費申請件数、採択件数 

【今後の課題・方向性】 

科研費採択に向けた勉強会を開催し、教員に対

して個別面談、申請書添削の支援を継続して実施

する。また、科研費採択者による報告会を開催し

申請・採択に向けた近年のポイント等について確

認する場を設ける。そして、科研費のみならず、

他の外部資金にかかる情報も逐次提供し、教員が

研究上の問題意識をもつ機会の提供に努める。 
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イ 公的研究費の管理・監査のガイドラインに係るコンプライアンスの徹底 

文部科学省が示す「研究機関における公的研

究費の管理・監査のガイドライン」を遵守し、

学内の公的研究費の管理・監査のガイドライン

に係るコンプライアンスの徹底を図る。 

43 新任教員への説明会の開催などを通じ

て、文部科学省が示す「研究機関におけ

る公的研究費の管理・監査のガイドライ

ン」を遵守し、学内の公的研究費の管理・

監査のガイドラインに係るコンプライア

ンスの徹底を図る。 

【取組内容】 

文部科学省が示す「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン」を遵守し、学内

の公的研究費の管理・監査のガイドラインに係る

コンプライアンスの徹底を図るため、専門家によ

るコンプライアンス・研究倫理研修会を実施し

た。 

 

【資料番号】 

 43-1 コンプライアンス研修会資料(42-1 再掲) 

 43-2  長野大学における公的研究費の運営・管   

    理基準 

 

【今後の課題・方向性】 

ガイドラインを遵守し、コンプライアンス・研

究倫理研修会を継続して実施する。 

b 

 

３ 地域貢献、地域の人材育成等に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）地域貢献に関する目標を達成するための措置 

ア「地域づくり総合センター」の創設と「地域課題の解決システム」の構築 

（ア）平成２９年度に「地域づくり総合センタ

ー」を創設し、理事長及び学長のリーダーシッ

プのもと、地域の課題解決に取組む体制をつく

44  大学の地域貢献活動の総合窓口とし

ての機能を果たすとともに、市への政策

提言を行うなど政策課題の解決に協力す

【取組内容】 

大学の地域貢献活動の総合窓口としての機能 

を果たすとともに、市への政策提言を行うなど政
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る。また、大学の地域貢献活動の総合窓口とし

ての機能を果たすとともに、市への政策提言を

行うなど政策課題の解決に協力する。 

（イ）「地域づくり総合センター」に地域の課

題の特定や、解決の方向性を検討するために

「産学官地域連携会議」を設置し、以下の事業

項目を推進する。 

【地域の総合的課題にかかるプロジェクトの

推進】 

福祉、教育、心理、環境、観光、企業経営、起

業、情報、デザインなどの地域の総合的課題に

かかるプロジェクトを推進する。 

【地域活動等の支援】 

学生の主体的な地域活動やボランティア活動

を支援する。 

【地域人材育成プログラム】 

本学学生のみならず、社会人や高校生等を念頭

におきながら、地域人材を育成するプログラム

の運営を進め、地域産業の振興や創業支援によ

る雇用創出と若者の定着を推進する。 

【政策や課題の提言】 

自治体等への政策や課題の提言、各計画の策定

に対する参画や推進のための助言を展開する。 

 

 

 

るため、「地域づくり総合センター」を創

設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策課題の解決に協力するため、「地域づくり総合

センター」を創設した。 

 

【資料番号】 

 44-1 地域づくり総合センター規程 

 44-2  地域連携刊行物 

 

【今後の課題・方向性】 

 それぞれの課題に関係する教員、学生、関係住

民・機関との調整を図るとともに、進捗管理をし

ながら総合窓口としての機能をさらに拡充させ

る。 

45 また、当該センターが有機的に機能す

るために、理事長及び学長のリーダーシ

ップのもと、地域の課題解決に取組む体

制構築に向けた検討に着手する。 

 

【取組内容】 

「地域人材の循環システム」と「地域課題の解

決システム」といった2つの仕組みを構築すべく、

その中核的役割を担う「地域づくり総合センタ

ー」を創設するとともに、同センターの今後の事

業展開及び体制について検討した。 

この 2つの仕組みの構築に向けて、高校、自治 

体、企業・経済団体と意見交換の場を設定し、人

材育成や地元地域の課題等について整理・確認し

た。 

 

【資料番号】 

 45-1 "2 つの循環システム概念図 

（長野大学が考える公立大学法人化後の「地域を
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支える人材育成」モデルの概念図）" 

 45-2 業務計画と体制 

 45-3 ワーキンググループの検討資料、学長へ 

    の答申 

 

【今後の課題・方向性】 

 本学の教育、研究、地域づくりの拠点として地

域づくり総合センターを位置づけることができ

るよう、同センターの事業および推進体制につい

てさらに検討する。 

 

46 これに加え、「地域づくり総合センタ

ー」に「産学官地域連携会議」を設置し、

地域の課題の特定や、解決の方向性の検

討に着手する。 

【取組内容】 

自治体、経済団体等と地域課題の解決や、産業

振興に関する意見交換会を以下のように実施し

た。このような意見交換等により、地域課題の解

決において産学官が協働して担っていくべき課

題についても方向性を確認した。 

(1）上田市（平成 29 年 11 月 16 日：福祉部・健

康こども未来部、平成 29 年 12 月 14 日：教育

委員会）、長野県（平成 29 年 9 月 20 日）の政

策課題について共有する意見交換会の実施 

(2）上田商工会議所および上田市内商工会との産

業振興や人づくりにかかる意見交換会の実施

（平成 29年 7月 11 日） 

(3）上田信用金庫（平成 29 年 10 月 3 日）、長野

県中小企業家同友会（平成 30年 2月 20 日）と

b 
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地域課題の解決および人づくりにかかる連携

協定を締結した。 

(4）知財活用を進め、中小企業の振興を図るため

に、中小企業とのビジネス相談会および意見交

換会の実施（計 4回） 

 

【資料番号】 

 46-1 上田市との意見交換会資料（17-2 再掲） 

 46-2 地域産業界等との懇談会資料（17-3 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

「産学官地域連携会議」に参画いただく自治 

体、団体、企業・組織等を特定し、そこで、審議

や意見交換をする事項を整理する。 

 

イ 連続講座・公開講座の充実と「まちなかキャンパスうえだ」の活用 

連続講座及び公開講座を、大学や「まちなか

キャンパスうえだ」で開催し、市民サービスの

充実を図るとともに、他大学や商店街等と連携

した事業を実施する。また、授業の一般開放等

を充実させる。 

47 市民サービスの充実を図るため、授業

の一般開放等を充実させ、さらに、他大学

や地域等と連携し、次の各種講座を開催す

る。 

・連続講座（長野大学） ５講座 

・坂城町講座（ＢＩプラザ） １０講座 

・市民向け講座（まちなかキャンパスう

えだ）４大学２０講座 

 

【取組内容】 

市民開放授業を 81科目設け、7科目に 8名の市

民が受講した。連続講座（長野大学）5 講座、坂

城町講座（ＢＩプラザ）9講座、市民向け講座（ま

ちなかキャンパスうえだ）4大学 23講座を開講し

た。 

 

【資料番号】 

 47-1 連続講座、公開講座、開講状況参加者一覧 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

 市民開放講座を継続する。市民への広報を強化

し、受講者の拡大を図る。 

 

 （２）地域で活躍する人材育成に関する目標を達成するための措置 

ア「地域を担う若者」の受け入れ 

上田地域定住自立圏域内出身者の進学機会

の確保を図るため、推薦入試の募集人員の設定

において、長野県及び上田地域定住自立圏域内

出身者の優先枠を設定する。 

48 地元学生の進学機会の確保を図るた

め、推薦入試の募集人員に長野県及び上

田地域定住自立圏域内出身者の優先枠

（定員の約６０％）を設ける。 

【取組内容】 

平成 30 年度推薦入試の募集人員に長野県及び

上田地域定住自立圏域内出身者の優先枠として、

社会福祉学部 30 名（定住 15名、県内 15名）、環

境ツーリズム学部 15 名（定住 8名、県内 7名）、

企業情報学部 15 名（定住 8 名、県内 7 名）を設

定した。 

 

【資料番号】 

 48-1 地域別入学者一覧(37-2 再掲） 

 48-2 入試者選抜要項、募集要項(38-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 県内出身入学者の比率が全体の約3割に減少し

たことをふまえ、入試制度の一部見直し（評定平

均値 3.5 以上の廃止等）や大学・入試説明会を行

うなど、引き続き県内出身学生の受け入れ促進を

進める。 

 

 

ｂ 
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イ「地域で活躍する人材育成」の仕組み 

（ア）教養教育において、対話的討論や課題発

見・問題解決型学修により、自身で考え、判断

し、明晰に言語表現できる能力を養成する。 

（イ）専門教育において、企業・組織での仕事

や、地域社会での役割を想定しながら、職業人

として必要な知識・能力・姿勢を養成するとと

もに、基盤的専門知識の修得と、実践的応用力

を養成する。 

（ウ）地域協働型教育において、地域住民、企

業・組織と協働しながら、地域課題を発見し解

決する教育を展開することによって、課題発

見・問題解決能力を養成する。 

49 対話的討論を基本とした少人数講義

「現代社会の私たち」の開講や１年次か

らゼミナールを展開することにより、自

身が直面している課題を自らの力で考

え、判断し、明晰に言語表現できる能力

を養成する。また、地域や組織のなかで、

リーダーシップが発揮できる高い専門性

と問題解決能力を持った人材を育成する

ため、学部のディプロマポリシー、カリ

キュラムポリシーに基づいた専門教育を

展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

各学部において、ディプロマ、カリキュラム、

アドミッションの 3つのポリシーについて検討・

確認し、それらを踏まえた、教養教育、専門教育、

地域協働型教育の科目を配置した。 

また、初年次のゼミナールにおいて、これから

どのように社会や組織で生きていくのかについ

て議論したり表現したりする機会を設定したほ

か、「現代社会の私たち」において、現代社会の

主要なテーマを設定し、対話的討論等によって学

生自身の立場や態度を明確にする機会を設けた。 

 

【資料番号】 

 49-1 3 つのポリシー 

 49-2  カリキュラム表（2-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 地域企業のニーズに合った人材育成を念頭に

置いた教育を展開するため、引き続き、関係機関

との意見交換を行う。 

ｂ 

50 これに加え、地域課題の解決に役立つ

多面的・総合的な知識を共に創ることが

できる力を育成するため、専門ゼミナー

ルなどにおいて、地域や企業、組織の課

題解決活動に取り組む。 

【取組内容】 

地域づくり総合センターを窓口にして、地域の

自治体や企業・組織から課題解決や調査に関する

依頼があり、学生とそれら関係者との教育・研究

的協働がいくつかスタートした。地域課題の解決

ｂ 
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を目的とする地域協働型の取組み・プロジェクト

は、3学部で計 16件（19の取組み）となった。 

 

【資料番号】 

 50-1  地域協働型の取り組み、プロジェクトの   

    一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

 地域課題解決の総合窓口となる地域づくり総

合センターにおいては、教員、学生、関係機関と

の調整を図るとともに、進捗管理等に努める。ま

た、地域課題の解決にかかるプロジェクトの内容

的な深化を図るとともに、新たなプロジェクトの

立ち上げ等についても検討する。 

 

ウ「地域の企業・組織に送り出す」仕組み 

（ア）地域社会や企業・組織で必要とされる知

識・能力・姿勢を把握できる仕組みを構築する。 

（イ）地域社会の人材ニーズを教育活動に反映

するとともに、学生が地域に生きることを想定

し、地域課題の解決を意図するゼミナール、実

習、プロジェクトを推進する。 

（ウ）地域の企業・組織の魅力や理解を深める

機会として、企業・組織と学生が交流する合同

企業説明会を開催する。 

51 地域社会の人材ニーズを教育活動に反

映するため、地域社会や企業・組織で必

要とされる知識・能力・姿勢を把握でき

る仕組みの構築に向けた検討を行う。 

 

【取組内容】 

地域社会や地域の企業・組織で必要とされる知 

識・能力・姿勢の把握を行うため、自治体、商工

会、金融機関等各種団体と意見交換を行った。 

  

【資料番号】 

 51-1 地域産業界等との懇談会資料（17-3 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

地域の自治体、経済団体、金融機関等との意見

ｂ 
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交換を進めるとともに、学生が地域社会や地域企

業で生きていくことをイメージできる機会（イン

ターンシップ、地域企業・組織と連携した寄付講

座、就職活動ゼミナール、業界・企業研究セミナ

ー、企業説明会、企業・職場見学会等）の拡充を

図る。 

52 地域の企業・組織の魅力や理解を深め

る合同企業説明会を開催し、地元企業・

組織就職に取り組む。 

【取組内容】 

(1)地域の企業・組織の理解を深めるために、業

界・仕事研究セミナーに定住自立圏域内企業を

16 社招聘した（招聘企業計 38社）。 

(2)上記のほか、学生が地域の企業・組織の理解

を深めるイベントとして以下を開催した。 

 ①長野県中小企業団体中央会と連携した「地元 

  企業の会社説明会」の実施 

②坂城町と連携した職場説明会への学生参加 

 の促進 

③地元企業を中心とした企業とのインターン 

 シップ協定の締結に向けた取組み 

④3年生を対象とした就職活動ゼミナールへの 

 地元企業の採用担当者等の招聘強化 

⑤地元企業の経営者との懇談会の実施（授業科 

 目「組織キャリア論」において） 

⑥「地元企業の見学ツアー」の試行的取組み（見 

 学先：（株）ミマキエンジニアリング、松山  

 （株））の実施 

 

ｂ 
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【資料番号】 

 52-1 業界仕事研究セミナー開催資料 

                               (32-1 再掲） 

【今後の課題・方向性】 

学生が地域の企業・組織の魅力や特徴について

理解できるよう、業界・仕事研究セミナーやイン

ターンシップ・実習および企業・職場説明会の内

容・運営方法を点検し、必要に応じて見直しを行

う。 

 （３）教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

ア 教育機関と大学教育との連携強化 

（ア）小学校・中学校・高等学校との連携 

地域に定着し地域を支える若者を育成する

ため、高校と大学がそれぞれの教育資源を活用

した教育に取り組む。併せて、専門領域の一部

においては、中学校・小学校の総合学習等を協

働で実施する。 

53 従来の協定校に対し、高校と大学がそ

れぞれの教育資源を活用した教育に取り

組める内容に見直し、協定を締結する。 

 

【取組内容】 

地域に定着し地域を支える若者を育成するた 

め長野県内の9校の高等学校と入学試験に関する

項目等従来の内容について見直し、公立大学法人

長野大学として高大交流に関する協定を再締結

した。 

 

【資料番号】 

 53-1 高大連携協定書 

 

【今後の課題・方向性】 

 協定を締結した 9校との間で、具体的な交流事 

業を推進する。 

 

 

ｂ 
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54 中学校・小学校の総合学習等の協働実

施に向け、関係機関との調整を図る。 

【取組内容】 

上田市長和町中学校組合立依田窪南部中学校 3

年生、大町市立美麻小中学校 5年生から 9年生の

総合学習の時間における指導に取り組んだ。ま

た、長野大学の裏山にある「恵みの森」を活用し、

地元塩田地区の小学生と保護者を対象とした環

境教育イベント（7月：昆虫採集、12 月：たい肥

作り）を開催した。 

 

 

【資料番号】 

 54-1 小中学校との連携に関する事例 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、同様の取り組みを実施する。 

ｂ 

 （４）産学官連携に関する目標を達成するための措置 

ア 産業界・地域団体との連携 

（ア）「地域づくり総合センター」を窓口とし

て、産業界・地域団体との連携を積極的に進め、

受託研究に取り組む連携協定の締結を促進す

る。（平成３１年を目途に約１０件） 

（イ）教員業績データベースによる教育・研究

活動等状況に関する情報の発信と受託研究等

の促進を図る。 

（ウ）大学のシーズ（教員の教育・研究活動な

どの取組）を積極的に発信し、地元企業や組織

55 地元企業や組織（社会福祉法人等）の

ニーズと、大学のシーズのマッチングを

図るため、教育・研究活動等状況に関す

る情報（教員の教育・研究活動などの取

組）を教員業績データベースにより発信

し、受託研究等の促進を図る。 

【取組内容】 

地域づくり総合センターを創設し、あるべき産 

学連携組織の検討を開始するため、地元金融機関

である上田信用金庫や長野県中小企業家同友会

との連携協定を締結した。行政からの補助金、受

託事業、負担金等について 15 件を受託して取り

組んだ。 

 また、教員の研究活動、研究成果、論文等の実

績を発信するとともに、研究活動の活性化と研究

ｂ 
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（社会福祉法人等）のニーズとのマッチングを

図り、受託研究等や人材育成（職員研修）、新

規事業の展開・商品開発等に結びつける。 

（エ）教育研究活動等の報告会を定期的に開催

し、大学の教育研究を促進するとともに、研究

成果を地域社会へ還元する。 

成果を地域への浸透させるため、教員の研究活動

や研究成果、論文等を管理する教員業績等管理シ

ステムの導入を決定し、教員の研究活動や研究成

果、論文等の実績を発信するデータベースの整備

について検討した。 

地域への研究成果還元に関しては、長野大学独 

自の研究助成制度として「地域・社会貢献」枠（研

究期間最長３年間）を設け、4件を採択した。 

 

【資料番号】 

 55-1 産業界との連携協定書 

 55-2 補助金、受託事業、負担金等受入一覧 

 55-3 長野大学研究助成金に関する要綱（40-1 再掲） 

 55-4 審査結果（申請、採択一覧）（40-2 再掲） 

 55-5 教員業績等管理システム検討資料 

 

【今後の課題・方向性】 

本学の研究シーズ等をホームページ等から発

信し、共同研究等のマッチングを図り、研究を推

進する。また、一般社団法人浅間リサーチエクス

テンションセンター（AREC・Fii プラザ）に入会

し、助言を得ながら、本学独自の産学連携共同体

の在り方を模索する。また、地域内経済団体との

連携協定締結を実現し、地域産業界からの支援体

制の強化を図る。 
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イ 地方自治体等との連携 

（ア）審議会等の委員の委嘱、講師の派遣、行

政課題の解決や人材育成等のための共同事業

の実施等により、地方自治体、特に上田市との

連携強化に取り組む。 

（イ）上田市職員等の研修機関としての役割を

果たす。 

56 地方自治体、特に上田市との連携強化

に取り組むため、実効性のある協定を締

結し、地域振興の促進、教育研究の充実

を図る。 

【取組内容】 

 上田市などの解決課題について協議を開始し

た。また、審議会等の委員の委嘱、講師の派遣

回数は、延べ年間 560 回を超えている。 

 

【資料番号】 

 56-1 上田市との意見交換資料(46-1 再掲） 

 56-2 委員委嘱、講師派遣の状況 

 

【今後の課題・方向性】 

地域の課題解決に向けた取り組みを推進する

ため、年度計画を盛り込んだ連携協定を締結し、

上田市等との定期的協議により事業を具体化す

る。 

ｂ 

 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）海外学術交流協定大学との人材交流 

ア 留学生の受け入れ 

地域企業・組織における海外の人材ニーズを

把握するとともに、地域企業・組織に送り出す

仕組みを構築するなど留学生にとって魅力あ

る取組を進め、地域産業の国際化に寄与する。 

57 留学生を地域企業・組織に送り出す仕

組みの構築に向け、海外の人材ニーズを

把握するため、企業・組織訪問や「合同

企業説明会」、「福祉の職場説明会」にお

いてアンケート等を実施する。 

【取組内容】 

留学生の受入れの基本方針を策定するために、

平成 30 年 1 月に実施したの「業界・仕事研究セ

ミナー」で企業に対してアンケート調査を実施し

た。 

ｂ 
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【資料番号】 

 57-1  アンケート結果(36-2 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 学術交流を主眼に置いた協定先の検討を行う。

また、海外事業を展開する企業に対するアンケー

トを引き続き実施する。  

イ 新たな学術交流協定の締結と国際社会で活躍できる人材育成（海外研修・留学の推進） 

地域産業の国際化に寄与できる人材を育成

するため、「語学学習」の充実を図る。    

また、学生の海外研修・留学や教員の共同研

究を推進するため、海外の大学との新たな学術

交流協定の締結に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

58 地域産業の国際化に寄与するため、海

外の大学との新たな学術交流協定の締結

に向け、必要な情報を収集し、検討する。 

 従来の海外協定校については、学生の

受け入れ内容（協定校入試の実施）を双

方で協議したうえで、締結を行う。 

 

【取組内容】 

平成 29 年度、中国 4、台湾 2、韓国 1、フィリ

ピン１の各大学と学術交流協定を締結した。 

 

【資料番号】 

 58-1  学術交流協定書 

 

【今後の課題・方向性】 

 英語圏の大学との協定締結を推進する。 

ｂ 

59 国際社会で活躍できる人材を育成する

ため、本学における国際教養の方針の策

定に向けた検討を行うと共に、「外国語教

育（英語、中国語）」の教育内容やクラス

編成（レベル）を見直すなど、強化に向

けた検討を行う。また、異文化理解・国

際理解を目的とした、海外学術交流協定

大学等での学習プログラム（２～３週間）

「海外研修」を積極的に促す。 

【取組内容】 

「外国語（英語）」のクラス編成を見直し、レ

ベルの底上げを図った。また、「海外研修」（中国）

を台湾・長栄大学において実施し、17 名の学生が

研修に参加した。 

 

【資料番号】 

 59-1 語学担当者会議の記録（4-1 再掲） 

 59-2 海外研修資料 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

 語学科目の内容見直しとともに、海外研修の充 

実を図る。 

 

 （２）留学生への支援体制の充実 

ア 留学生支援体制の整備 

国際交流に関する専任スタッフの配置等に

より、留学生の学修環境、就職、進学、在留資

格認定証明書交付申請等の支援体制の充実を

図る。 

60 留学生が不安なく学生生活を送れるよ

う、学修環境や就職、進学、在留資格認

定証明書交付申請等の支援を、国際交流

に関する専任スタッフを配置し行う。 

【取組内容】 

国際交流センターに中国語が堪能な専任スタ

ッフを 1名配置し、在学する留学生の支援、海外

留学希望者への情報提供等の学生支援および中

華圏の協定校とのコミュニケーションを担った。 

 

【資料番号】 

 60-1 留学生支援内容一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

 同様の取り組みを実施する。 

ｂ 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）迅速かつ適切な運営体制の構築 

ア 理事長と学長（副理事長）の主導のもとに、

法人及び大学の各組織の権限と責任を明確に

し、迅速な意思決定と実行力のある組織体制を

61 法人の業務を円滑に処理するため、学

内理事による学内理事会を行うなど、迅

速な意思決定に繋げる。 

【取組内容】 

建学理念・大学憲章・定款などを包含した長野

大学ビジョン、グランドデザインを平成 29 年 12

ｂ 
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構築するとともに、大学のビジョン、目標に向

かって教職員全員が一丸となって、取り組む。 

イ 小規模組織の利点を活かし、教育改革など

具体的な政策形成の過程において、経営と教学

とが日常的にすりあわせが行える運営体制、形

態の仕組みを構築する。 

ウ 不断の改革を実行するため、教職員がその

責務を自覚し、当事者意識をもって大学運営に

参画する仕組みを構築する。 

創立 100 年を視野に入れた大学ビジョ

ン、グランドデザインを実現するために、

教職協働で取り組むことのできる組織風

土を確立する。 

月に策定し、大学が進むべき方向を全学で共有し

その実現に向けて取組を開始した。 

また、「地方独立行政法人の業務の適正を確保

するための体制等の整備」に関する総務省からの

通知に基づき、業務方法書の全部改正を行った。 

大学改革に向けて、学部ごとの検討を開始し、

理事長、学内理事会で協議するとともに両審議会

に検討経過を報告し、意見を求めた。 

 

【資料番号】 

 61-1 理事会開催状況 

 61-2 改正「業務方法書」 

 61-3 長野大学ビジョン・グランドデザイン 

 

【今後の課題・方向性】 

ビジョン、グランドデザインについては、広報

用パンフレットを作成し、平成 30年 4月に学外

に公表するとともに広報を行う。併せて未来創造

基金について組織的な支援依頼活動を行う。 

業務方法書の改正に伴い、統制環境の整備、リ

スク評価と対応、統制活動の実現に向けた取り組

みを行う。 

ビジョンの実現、大学改革の具体像を確立する

ための検討、実施体制を早期に確立する。 
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 （２）自主的・自立的かつ効率的な運営体制の構築 

ア 理事や経営審議会委員に学外有識者を登

用して、大学改革に必要な学内外の情報収集・

分析に取り組む「総合戦略室」を設置するなど、

組織の機能を強化し、戦略的な組織運営を行

う。 

イ 監査制度の活用による法人業務の適正処

理を確保する。 

（ア）監事を中心とした実効性のある監査体制

を整備する。 

（イ）監査結果を大学運営の改善に反映させる

仕組みを構築する。 

62 理事会を月 1 回開催し、監事にも出席

を求め、適正な法人運営を担保する。 

【取組内容】 

総合戦略室を設置し、大学改革に着手した。ま

た、毎月 1回理事会を開催し、大学経営の基本を

協議し、改善の方向付けを行った。 

経営審議会においては、大学経営について多様

な指摘を受け、大学経営に生かした。 

理事会に監事 2名が参加することにより、適正

な業務執行への牽制を図った。また、平成 30年 1

月 24 日に監事による中間会計監査を実施。監査

結果を大学運営の改善に反映させるため理事会

にて報告した。 

 

【資料番号】 

 62-1 組織体制図 

 62-2 組織規程 

 62-3 理事会議事録 

 62-4   経営審議会議事録 

 

【今後の課題・方向性】 

大学運営、大学改革に資するデータの収集・分

析を進め、方針決定につなげていく。 

監事の職務・権限を定めた監事監査規程を制定

し、監査計画に基づき監査を行う。 

 

 

ｂ 
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２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）学部・学科編成の見直し 

開学後、速やかに学内委員に学外有識者委員

を加えた検討組織を置き、地域社会から評価さ

れる大学となるべく、受験生のニーズ及び地域

企業などからの意見・要望などを踏まえ、時代

や社会に求められる学部・学科・コース編成の

改編を検討する。なお、改編にあたっては、文

理融合の視点から、現行の「社会科学系」領域

に加え、「理工系領域」など新たな学問領域の

設置を検討する。 

63 学内ワーキングチームを設置し、学

部・学科編成を見直し、必要に応じて設

置準備に着手する。 

【取組内容】 

社会福祉学部においては、既存の心理、教育な

どの専門分野の拡充について検討するとともに、

生活科学（生活デザイン）などの新たな領域の設

置などについて協議した。 

環境ツーリズム学部、企業情報学部においては、

入学定員を 75名から 95名に増員することに伴い

既存のコースの拡充について検討するとともに、

地域の諸課題の中から新たな専門分野として幾つ

かの領域の可能性について協議した。また、特に

企業情報学部において、地域の産業の特性を意識

し、理系要素のある分野として、新たな情報工学

分野のコース枠組を検討した。 

 

【資料番号】 

 63-1  学部学科改編・大学院設置検討資料 

 

【今後の課題・方向性】 

学部改編計画を深化させるため、学内に検討組

織を設けるとともに、必要なデータ収集なども含

め、コンサルタントの支援も導入し、具体的な構

想を策定する。 

ｂ 
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 （２）大学院設置の検討 

地域づくりを担い、地元企業や組織で必要と

される高度な人材を育成するとともに、専門的

な資格の取得を促進し、地域課題の解決に寄与

する「大学院」の設置を開学後、速やかに学内

委員に学外有識者委員を加えた検討組織を置

き、検討する。 

 

 

 

 

 

64 学内ワーキングチームを設置し、大学

院構想を検討し、必要に応じて設置準備

に着手する。 

【取組内容】 

社会福祉学部において、福祉、心理などの今後

の専門教育およびリカレント教育を標榜し大学院

の設置検討について協議した。 

 

【資料番号】 

 64-1  学部学科改編・大学院設置検討資料(63-1   

    再掲) 

  

【今後の課題・方向性】 

認可申請に向けて構想策定、必要データ収集な

ど申請要件を満たす内容検討を学内に担当を置

き、設置に向けて具体化に着手する。 

ｂ 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）柔軟な人事制度の構築 

ア 特任教員等の任用制度を導入する。 

イ 裁量労働制を導入する。（平成３０年度～） 

65 特任教員等の任用制度を導入する。 

 

【取組内容】 

教育内容の多様化、人材確保に向けて、特任教

員の位置づけについて明確化し、その活用を図る

とともに、規程の見直しの検討を行った。 

 

【資料番号】 

 65-1 特任教員規程 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

大学カリキュラムの充実、大学改革等を進める

ための特任教員の任用に向けた検討と任用を行

う。 

特任教員の任用は、現に特別な任務を委ねる場

合に行うこととし、教員の欠員を補うための運用

は行わない。  

 

66 裁量労働制の導入に向け、組合と協議

を開始する。 

【取組内容】 

教員の研究活動深化など労働時間の多様性に

対応した裁量労働体制検討のため、経営者協会主

催の労働時間に関する研修会（講師は労基署担当

課長）参加、他大学からの聞き取り調査、組合と

の課題共有を行った。次年度以降に制度の確立を

目指す。 

 

【資料番号】 

 66-1 裁量労働制に関する検討資料 

 66-2 教職員組合からの提案 

 66-3 他大学等からの聞き取り資料 

 

【今後の課題・方向性】 

教職員組合を引き続き協議を行い、長野大学型

の裁量労働制導入を目指す。 

 

 

ｂ 
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 （２）教員業績評価制度の構築  

 開学後、速やかに教育・研究の促進を目的と

した、多面的な視点による新たな教員業績評価

制度を検討するとともに、評価結果を研究費の

増額やサバティカル制度の活用等に反映させ

るなどインセンティブが働く仕組みを構築す

る。（平成３１年度～） 

67 開学後、速やかに教育・研究の促進を

目的とした、多面的な視点による新たな

教員業績評価制度を検討する。 

 

【取組内容】 

業績評価委員会において、教育、研究、管理運

営、地域貢献の 4領域の審査をもとに 4名の教員

の業績評価を実施した。その結果、十分に評価で

きると判断し、テニュアを付与して再任用した。 

 

【資料番号】 

 67-1 業績評価報告書(10-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

教育・研究の促進を目的として、引き続き 4つ

の領域の審査をもとにした業績評価を行う。 

ｂ 

68 また、平成３１年度から教員業績評価

の結果を研究費の増額やサバティカル制

度の活用等に反映させるなど、インセン

ティブが働く仕組みを構築するため、そ

の検討に着手する。 

【取組内容】 

「教員の教育と研究活動および社会的活動にお

ける業績に対する表彰制度」「教授、准教授、昇

任審査基準に関する細則」について検討を開始し

た。 

研究時間の確保や研究推進を目的として、学内

業務を継続して担ってきた教員を対象とする委

員会免除に関する制度について検討を開始した。 

 

【資料番号】 

 68-1 人事委員会議事録 

 68-2   委員会免除に関する制度の検討資料 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

委員会業務の軽減など学内サバティカルの具

体化を図る。 

 

 （３）職員の資質向上に関する取組  

公立大学法人職員に必要な教育研究活動支

援等の知識及び技能習得や、職員の能力及び資

質を向上させるための SD 活動（Ｓｔａｆｆ 

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ：大学等の管理運営組

織が、目的・目標の達成に向けて十分機能する

よう、管理運営や教育・研究支援に関わる事務

職員・技術職員又はその支援組織の資質向上の

ために実施される研修）などの研修を行う。 

また、関連団体が実施する研修に参加する機

会を設け、公立大学法人の職員としての自覚を

喚起する。 

69 公立大学協会主催研修会への参加につ

いて研修計画を策定し、１０名以上の職

員を派遣し、公立大学制度の基本的な事

項に関する知識の修得と、公立大学法人

の職員としての自覚を喚起する。 

また、過去の研修参加実績等を考慮しな

がら、職員の研修会への派遣を計画的に

実施し、能力開発を図る。 

【取組内容】 

大学教育の変革の状況、大学教職員として取得

すべき資質、公立大学の在り方、教育・研究・地

域貢献・大学運営職務など、公立大学協会主催等

のセミナー・研修会に、役員教職員合わせて延べ

69 名が出席し、知識習得と他大学とのネットワー

ク形成を行った。 

公立大学協会から講師を招き、全教職員対象に

研修会を開催し、前記内容の全学拡大を図った。 

職員を研修会に派遣し、知識情報を共有するた

めの研修報告会を平成 29 年 12 月 25 日に開催し

た。 

上田市から講師を迎え、情報公開、個人情報保

護制度について全教職員対象に研修を行い、平成

30年4月１日から市事例に基づく同制度導入に向

けて全学取組の強化を図った。 

 

【資料番号】 

 69-1 公立大学協会主催等セミナー参加者一覧 

 69-2 ハラスメント研修会資料 

 69-3 研修報告会資料 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

研修で得た知識・情報等の共有をさらに進め

る。そのために研修報告会を開催する（年 2 回）。

設置団体との情報共有をさらに進めるため、上田

市との人事交流を行う。 

 

４ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）事務処理の内容及び方法について、定期

的な点検を実施し、必要に応じて改善を行う。 

（２）業務内容の変化に柔軟に対応し、効果的

かつ効率的な事務処理ができるよう、事務組織

の定期的な見直しを行う。 

（３）全学的な課題（退学者減少等）に迅速に

対応できるよう、組織横断的に取り組むプロジ

ェクトチームを柔軟に発足させる体制を整備

する。 

70 新たに導入する人事給与システム、会

計システムを有効に活用することによ

り、業務の効率化を進めるとともに、仕

事における透明性と正確性を担保する。 

【取組内容】 

新たな人事、会計システムを導入した。導入後、

給与計算から支給までの業務が一元化され、業務

の効率化が図られた。 

 

【資料番号】 

 70-1 システム保守・運用サポート業務仕様書 

 70-2 システム運用設計書、定例会議資料 

 70-3 決裁文書 

 

【今後の課題・方向性】 

各職員がシステムにより精通することにより、

業務の効率化を推進する。 

 

 

 

 

ｂ 
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第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置  

１ 安定的な経営確保に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）組織の見直し 

ア 学部・学科再編の検討 

平成２９年度から、志願状況や入学者の成績

の追跡調査を実施し、地元の高校及び地域経済

界等の要望提言を参考に、学部・学科再編に向

けて現行の学部・学科のカリキュラム編成の見

直しに着手する。 

 

 

 

 

 

71 志願状況、入学者の成績の追跡調査を

実施し、分析した結果を全学で共有する。 

【取組内容】 

入試区分ごとの志願状況や志願者属性、志願者

傾向等について、全学で共有した。 

学生が本学を志願した理由（専門分野、教育内

容、支援内容等）を確認するため、4 月に新入生

を対象とした「長野大学入学者アンケート」を実

施した。 

本学の学部・学科の再編や人づくりの方向性の

検討に参考にするために、学外団体、関係機関と

の間で、人づくり等にかかる協議を行うとともに

連携協定を締結した。 

【資料番号】 

 71-1 新入生アンケート 

 71-2 地域産業界等との懇談会資料（17-3 再掲） 

 71-3 産業界との連携協定書(55-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

成績状況や退学・除籍状況等に関して、入試区

分毎にどのような特性・傾向があるか等の分析を

行い、情報を整理・共有する。 

ｂ 
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72 また、地元高校、地域産業界からの要

望を集約するとともに、カリキュラム編

成の見直しに着手する。 

【取組内容】 

高校、地域産業界、自治体との意見交換会・懇

談会を実施し、その状況について、その都度、教

授会および関係センターの運営委員会で確認し、

カリキュラムの検討・見直し等に活用した。 

 

【資料番号】 

 72-1  高校教員向け「大学・入試説明会」資料  

               （17－1 再掲） 

 72-2  地域産業界等との懇談会資料（17-3 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

 引き続き、意見交換・懇談会を実施する。 

ｂ 

イ 適正な入学定員の見直し 

平成３０年度募集入試から新たなコースを

設定するなどして、環境ツーリズム学部及び企

業情報学部の入学定員を見直す。 

また、平成３１年度募集入試は学部・学科・コ

ース等の再編を行い、入学定員３８０名をめざ

す 

73 平成３０年度募集入試から環境ツーリ

ズム学部及び企業情報学部の入学定員を

７５名から９５名に増員する。 

 

【取組内容】 

環境ツーリズム学部及び企業情報学部におい

て定員を 75 名から 95 名に増員した。 

 

【資料番号】 

 73-1 定員増届出書  

 

【今後の課題・方向性】 

 定員増に伴い、教育環境（施設・学内環境）の

整備を行うとともに、本学の施設整備計画をふま

え、大学の適正規模の検討も行う。 

 

ａ 
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74 また、定員増に伴う新たなコース設定

に向け、検討を行う。 

【取組内容】 

社会福祉学部において、生活科学（生活デザイ

ン）、心理、教育等の専門分野を生かした新たな

コース案について検討した。 

環境ツーリズム学部において、地域と社会の特

性を意識した新たなコース枠組みや学問分野を

検討した。 

企業情報学部において、地域の産業の特性を意

識し、理系要素のある分野として、新たな情報工

学分野のコース枠組と経営分野での学問領域を

検討した。 

 

【資料番号】 

 74-1  学部学科改編・大学院設置検討資料(63-1 

       再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

大学院設置、学部・学科改編構想の具体化に向

けた大学改革像の設定とタイムテーブルの策定

を行うとともに、大学院、学部改組の具体的方向

性とともに入学定員の見直し、必要な教育環境規

模の算出を行う。 

 

 

 

 

ｂ 
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（２）志願者増加と入学定員の確保 

ア 学生募集活動 

学ぶ意欲の高い志願者を安定的に確保し、増

加させるため、ホームページや大学案内、進学

業者の媒体などで、大学の特徴や学びの内容の

周知を図るなど「間接広報」を展開するととも

に、オープンキャンパス、進学相談会の参加ほ

か、志願者分析による対象地域高校等への高校

訪問や教員対象説明会を開催するなど「直接広

報」を戦略的に展開する。 

高校訪問は、県内及び近隣県を中心にした対

象地域で行い、１）研究・教育の内容、学びの

特徴、本学の取り組みや成果について理解を図

る。２）高校側が求める「就職に関する情報（就

職実績、サポート体制）」、「卒業生（在学生）

の現況」、また入試制度に関する情報を伝える。

３）本学への要望（入試制度、高大連携、大学

との協働学修のニーズなど）を聴き取る「広聴

活動」を強化する。 

また、志願者データや新入生アンケートの分

析を基に、志願者増を図る地方試験会場を適切

に設定するなど入学定員の確保に向けた対応

を強化し、公立大学の平均志願倍率（一般入試

５倍程度）を目指す。 

 

 

75 ホームページや大学案内、進学業者の

媒体などで、大学の特徴や学びの内容の

周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

ホームページやキャンパスニュースにおける、

各学部のプロジェクト、ゼミナール、実習・イン

ターンシップ、就職先、キャリア支援、教員の研

究などの情報発信を行った。 

7 月から 10 月にかけ、大学案内制作業務委託プ

ロポーザルを実施（13 社指名、9社参加）し、平

成 31 年度の学生募集に向けた大学案内の作成に

着手した。 

 

【資料番号】 

 75-1 キャンパスニュース 

 75-2 ホームページ情報発信一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

平成 30 年 5 月に完成する大学案内ほか、各所

媒体により、効果的な募集広報を展開する。 

 

ｂ 

76 オープンキャンパス、進学相談会の参

加ほか、志願者分析による対象地域高校

等への高校訪問や教員対象説明会を開催

する。また、地元校長会・教頭会に参加

し、情報交換を行う。 

【取組内容】 

オープンキャンパス（計 3回、参加者 1,691名）、

高校進路指導担当教員対象の大学・入試説明会

（計 13 会場、参加者 186 名）および大学見学会

（計 22 校）を開催した。また、県内外の進路相

談会・会場ガイダンス（計 49箇所、相談者約 500

ｂ 
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名）、県内を中心とした訪問講義（計 9 校）へ参

加した。 

 

【資料番号】 

 76-1 オープンキャンパス資料(39-1 再掲） 

 76-2 進路相談会資料 

 

【今後の課題・方向性】 

「学生募集推進室」を立ち上げ、各学部の定員

充足と、平成 29 年度並みの志願倍率確保を目指

す。 

特に長野県内高等学校からの志願者増に向け

て、入試合格状況など県内高等学校への説明を重

点に行う必要がある。 

77 長野大学の特徴など、どの程度訴求で

きたかなどを確認するためアンケートを

実施する。 

【取組内容】 

学生が本学を志願した理由（専門分野、教育内

容、支援内容等）を確認するため、4 月に新入生

を対象とした「長野大学入学者アンケート」を実

施した。 

 

【資料番号】 

 77-1 新入生アンケート(71-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

アンケート結果を分析し、学内で共有するとと

もに、結果をふまえた対応（改善等）を行う。 

ｂ 
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78 平成３０年度入試では、志願者につい

ては、公立大学の平均志願倍率（一般入

試５倍程度）を目指し、また、入学者に

ついては、各学部で確実に入学定員を充

足させる。 

【取組内容】 

平成 30 年度入試（一般入試）における志願者

数は 1,574 名で、志願倍率は 8.3 倍であった。 

また、入学者は社会福祉学部 164 名、環境ツー

リズム学部109名、企業情報学部105名であった。 

 

【資料番号】 

 78-1 志願者数、入学者数一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

文部科学省の認可を伴う大学院設置申請も視

野に入れていることから、過去 4年間の定員超過

率にも留意しつつ、入学定員の充足を図る。 

ｂ 

イ 大学広報 

【大学広報】 

地域における教育研究活動の浸透と大学の

ブランドイメージの向上を図るため、ホームペ

ージ（公式ページ）の内容の充実を図るととも

に、各種メディアで発信できるよう報道機関へ

の情報提供（プレスリリース）を積極的に行う。 

【大学広報】 

79 地域における教育研究活動の浸透と大

学のブランドイメージの向上を図るた

め、報道機関への情報提供（プレスリリ

ース）を積極的に行う。 

【取組内容】 

地域産業界との懇談会、上田信用金庫との連携

協定等など地域の企業、団体との取り組みについ

て、報道機関へ情報提供した。 

本学教員による教育研究活動など計 48 件（平

成 30年 2月 14 日現在）の取り組みを報道機関に

情報提供し、信濃毎日新聞 34 件、東信ジャーナ

ル 31件、信州民報 32件、朝日新聞 6件（平成 30

年 2 月 14 日現在）掲載。そのうち、企業情報学

部の取り組み（アプリ開発）が全国紙（読売新聞、

朝日新聞）に取り上げられた。 

 

ａ 
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【資料番号】 

 79-1 プレスリリース一覧 

 79-2 新聞記事(主なもの） 

 

【今後の課題・方向性】 

公立大学法人長野大学ビジョンに基づき、UI戦

略を展開する。 

 

 

【地域への情報発信】 

大学の運営状況や教育研究活動の状況など、

ホームページ等で積極的に公開するとともに、

設置者である上田市及び市議会に随時運営状

況を報告する。 

【地域への情報発信】 

80 大学の運営状況や教育研究活動の状況  

 など、ホームページ等で積極的に公開す  

 るとともに、設置者である上田市及び市 

 議会に随時運営状況を報告する。 

【取組内容】 

ホームページ更新 93 回のほか、大学運営の状

況を適時上田市に報告し、上田市議会との懇談会

を開催し意見交換をおこなった。 

上田商工会議所をはじめとした地域産業界と

の懇談会を開催し意見交換をおこなった。 

地元イベント「上田わっしょい」・「上田地域産

業展」に教職員・学生が参加し、本学の教育研究

活動や公立大学法人化についてＰＲした。 

 

【資料番号】 

 80-1 市長との懇談資料 

 80-2 議会との懇談会資料 

 80-3 地域連携刊行物(44-2 再掲） 

 80-4 上田産業展参加関係資料 

 80-5 上田わっしょい参加関係資料 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

上田市並びに上田市議会への大学運営状況の

報告体制を強化するとともに、さらなる連携強化

に取り組む。 

【シンボルマーク等の策定】 

市民の期待に応える新大学として、対外的な

アピールを強化するため、新たに大学の理念、

ビジョン、校歌、校章、シンボルマークなどを、

学内選定委員会を設置し、新規制定を検討す

る。 

【シンボルマーク等の策定】 

81 新たな大学の理念、ビジョン、校歌、

校章、シンボルマークなどの新規制定に

ついて検討する。 

【取組内容】 

新たな大学の理念として、「公立大学法人長野

大学ビジョン」を策定した。 

大学ビジョン本学のブランド力及び訴求力を

高めることを目的として「長野大学ＵＩ戦略実施

方針」を策定した。 

「長野大学ＵＩ戦略実施方針」に基づき、シン

ボルマーク等選定委員会を発足し、シンボルマー

クを策定した。 

 

【資料番号】 

 81-1 シンボルマーク 

 81-2 シンボルマーク等選定委員会資料 

 81-3 長野大学ビジョン・グランドデザイン  

                               (61-3 再掲） 

 81-4 UI 戦略実施方針 

 

【今後の課題・方向性】 

長野大学のブランドを浸透・向上させるため、

シンボルマークを周知し、大学グッズの制作を行

う。大学マスコットキャラクターの制定を目指

す。 

ａ 
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２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 学生納付金は、公立大学として、全国の国公立大学との志願者獲得競争に対抗しうる、また高等教育の機会均等に果たす役割を踏まえ、自己収入が

増加（経営努力認定：入学定員超過など）した場合は、他の国公立大学との均衡を踏まえた適切な額となるよう見直し、上田市議会の議決、上田市の

認可を得るよう取り組む。 

（１）地元企業や団体、個人への寄付金募集等

により、自己収入の確保を図る。 

82（１）地元企業や団体、個人への寄付金

募集に関する手続きについて検討に着手

する。 

【取組内容】 

「未来創造基金」創設し、広く寄付を募るため

に、規程を整備した。 

 

【資料番号】 

 82-1 未来創造基金関連規程 

 

【今後の課題・方向性】 

基金に関して、寄付の趣意書を作成し、募集を

開始する。 

 

ｂ 

（２）外部資金等の募集情報を積極的に収集、

教員に迅速に提供し、申請に当たっての内容説

明や申請書類作成支援を行うなど、研究支援の

体制を強化し、科学研究費助成事業のほか各種

補助金、各種寄付金、共同研究・受託研究収入

など競争的外部資金獲得を図る。 

83（２）科学研究費助成事業のほか各種補

助金、各種寄付金、共同研究・受託研究

収入など競争的外部資金獲得を図るた

め、外部資金等の募集情報を積極的に収

集、教員に迅速に提供し、申請に当たっ

ての内容説明や申請書類作成支援を行

う。 

【取組内容】 

地域づくり総合センターにおいて「科学研究費

補助金」等競争的外部資金の募集情報を取得後、

速やかに全教員に電子メールで募集情報を発信

した。 

 

【資料番号】 

 83-1 外部資金獲得のための情報発信メール 

 

ｂ 
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【今後の課題・方向性】 

申請書類作成支援の効果が申請率の向上に結

び付かない状況をふまえ、新たな対策を検討す

る。 

（３）学生募集状況を踏まえ、適正な入学定員

の見直しを行う。 

84（３）入学定員については、環境ツーリ

ズム学部・企業情報学部をそれぞれ９５

名に増員する。 

【取組内容】 

入学定員について、環境ツーリズム学部・企業

情報学部をそれぞれ 75 名から 95 名に増員した。

また、両学部ともに定員を充足した。 

 

【資料番号】 

 84-1 定員増届出書（73-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

定員増に伴い、教育環境（施設・学内環境）の

整備を行うとともに、本学の施設整備計画をふま

え、大学の適正規模の検討も行う。 

ａ 

財務内容の改善に関する指標 

◇入学志願者の確保や外部研究資金等の獲得

に努め、自己収入の６年間総額が、第１期中期

計画の総額（６，９４０百万円）を上回るよう

にする。 
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３ 経費削減に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）契約方法について入札制度の活用など競

争原理を働かせるとともに、物品購入の集約化

一元化・複数年契約の導入、外部委託など、経

営上の課題を洗い出し対策を進める。また、Ｉ

ＣＴ（事務系システム）の活用による業務改善

及び事務業務の効率化、ＬＥＤなどの環境負荷

低減と節減効果が見込める機器の導入のほか、

節電節水など光熱水費等の節減等により管理

経費の健全化を図る。 

85 契約に関しては、入札制度など競争原

理を働かせ、制度を規定化する。 

【取組内容】 

契約事務を適正に行うため、契約事務規程を制

定した。 

大規模事業については一般競争入札指名競争

入札を実施するとともに、清掃業務などは入札条

件に長期契約を導入した。 

物品購入等にあたっては、競争原理を働かせる

ため、複数業者から見積もりを徴し、経費削減を

図った。 

 

【資料番号】 

 85-1  契約事務規程 

 

【今後の課題・方向性】 

契約事務のさらなる適正化のため、業務方法書

に基づき、契約等審査委員会を設ける。 

 

ｂ 

86 ＬＥＤなどの環境負荷低減と節減効果

が見込める機器の導入のほか、節電節水

など光熱水費等の節減を行う。 

【取組内容】 

人事・会計システムの導入による業務の効率

化、ＬＥＤ照明への切り替えのほか、入札、相見

積等により公正・適正価格での工事、物品取得に

努めた。 

 

ｂ 
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【資料番号】 

 86-1 電気設備改修工事資料 

 

【今後の課題・方向性】 

管財・施設・契約担当の部局を設け、入札・契

約に関して適正な運用を行う。引き続き、学内照

明設備について、LED 照明への切り替えを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）定員管理と人件費の抑制 

ア 定員管理 

入学定員の見直し（定員増）、学部・学科再

編、大学院設置など、この中期計画実現のため

に必要な教員確保にむけて、人事委員会を設け

て人事計画策定のうえ、円滑かつ公正な審査を

経て、採用する。このほか非常勤教員や任期付

教員を含めた教員配置を行う。（定員増に伴う

専任教員の増員数：平成３０年度１名、平成３

１年度２名、平成３２年度１名、平成３３年度

１名 計６１名） 

事務職員は効率的な業務運営を前提とした

正規職員、定年後の再任用職員、嘱託職員及び

臨時パート職員の配置を行うとともに、総合戦

略室には外部人材を登用するなど大学目的を

達成するために人員体制を整備する。 

87 入学定員の見直し、学部・学科再編等 

 をにらみ、計画実現に向けた人員確保の 

 ための中長期的な人事計画を策定する。 

  なお、定員増にともなう措置として、 

 平成３０年度の教員数を５９名とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組内容】 

定員増に伴う措置として、教員増を計画し、5

名の新規採用人事を進めた。5 名のうち 2 名は決

定したが、面接辞退等により、残り 3名は計画ど

おりの採用ができなかった。 

 

【資料番号】 

 87-1 教員採用計画、採用結果（9-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

選考途中に辞退があったことをふまえ、厳格な

審査を行いつつもスピーディな選考を行えるよ

う採用手順・スケジュールの見直しを行う。 

ｃ 

88 総合戦略室を設け、外部から人材を登

用するなど人員体制を整備する。 

【取組内容】 

理事長直轄の職務遂行機関として「総合戦略

室」を設立した。 

ｂ 
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職員の採用に関しては、法人業務担当の事務職

員１名、育休代替臨時職員１名を採用した。 

 

【資料番号】 

 88-1 職員名簿 

 

【今後の課題・方向性】 

将来構想（学部学科改編、大学院設置）等に関

する事務処理のため人員増が必要となっており、

設置団体からの人員派遣依頼も含め、人員増を検

討する。 

 

イ 人件費の抑制 

教育研究水準の維持向上に配慮しながら、組

織運営の効率化、非常勤教員も含めた人員配置

等について、定期的に見直し、人件費の抑制を

行う。 

89 教育研究水準の維持向上に配慮しなが

ら、組織運営の効率化、非常勤教員も含

めた人員配置等の見直しに向け、学内関

係機関との検討に着手する。 

【取組内容】 

専任教員は基準教員数（56 名）に抑え、非常勤

教員や客員教員の増員によって、教育研究水準の

維持を図った。 

学部・学科再編に伴う中長期的な人事計画の検

討に着手した。 

 

【資料番号】 

 89-1 教員名簿 

 

【今後の課題・方向性】 

人件費の抑制に留意し、非常勤講師については

近隣から雇用する等の措置を講じる。 

ｂ 
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 経費削減に関する指標 

◇自己収入の増加とともに人件費の抑制に努

め、総支出額に占める人件費の割合※を６０％

以下とすることをめざす。 

※人件費の割合＝人件費（退職金除く）÷総支

出額（運営調整積立金含む） 

 

 【取組内容】【年度計画記載なし】 

平成 29 年度における人件費の割合 

人件費（退職金除く）÷総支出額（運営調整積立

金含む＝６１．６％  

 

４ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 資産の実態を常に把握・分析し、安全かつ効

果的な運用管理を行う。 

また、地域貢献活動の一環として、教育研究

に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を行

う。 

90（１）安全かつ効果的な資産の運用 

 資産の状態を常に把握・分析し、安全か

つ効果的な運用管理を行う。  

 

 

 

 

 

【取組内容】 

 安全を最優先とし、管理運用を行った。 

 

【資料番号】 

 90-1 資金運用益資料  

 

【今後の課題・方向性】 

安全性を担保しながら、より運用益の高い商品

の検討を行う。 

 

 

ｂ 

91（２）地域への施設開放 

 大学施設の地域開放（貸出）を行う。貸

出を行う前提として、適切利用料金を設

定した「貸付規程」を制定する。 

【取組内容】 

固定資産貸出し規定を策定し、学外への施設貸

出しを行った。 

 

ｂ 
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【資料番号】 

 91-1 施設貸出し一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

規程に基づき、貸出しを継続する。 

 

 

第５ 自己点検・評価及び情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）学内における自己点検・評価体制の整備 

教育研究活動及び業務運営について、教育研

究審議会を中心に大学の自己点検・評価体制

(学長主導による自己点検評価委員会)を整備

し、実行計画を策定し、改善を図るなど、定期

的に自己点検・評価を実施する。 

92 教育研究審議会を中心に大学の自己点

検・評価体制の検討を行う。 

【取組内容】 

日本高等教育評価機構に評価員 2 名を派遣し、

評価のポイント及び留意点にかかる情報収集を

行った。 

 

【資料番号】 

 92-1 評価委員推薦書 

 92-2 認証評価調査報告書 

 

【今後の課題・方向性】 

自己点検評価委員会において、認証評価の最新

の動きを把握する。 

 

 

ｂ 
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 （２）外部評価の活用 

大学機関別認証評価等の第三者評価を活用

し、教育研究活動や業務運営の見直し及び改善

に取り組む。 

また、上田市の評価委員会の評価結果を、上

記自己点検に反映し、教育研究活動及び大学運

営に生かしていく。 

93 平成２７年度の認証評価の結果をふま

え、指摘事項の改善を行う。 

【取組内容】 

認証評価での指摘（参考意見）をふまえ、10 月

11 日に全学的な避難訓練（通報、避難、消火訓練）

を実施した。 

 

【資料番号】 

 93-1 認証評価調査報告書（92-2 再掲） 

 93-2  防災訓練資料 

 93-3 ホームページ掲載資料 

 

【今後の課題・方向性】 

訓練実施後に集約した教職員学生からの意見

等をふまえ、次年度はより効果的な訓練を実施す

る。 

 

ｂ 

 （３）自己点検・評価の公表 

自己点検・評価及び外部評価の結果は速やか

に公表する。 

なお、平成３２年度に、志願者状況、人事計

画、学部改編ほか中間評価を実施し、評価結果

を基に中期計画の進捗状況を検証するととも

に、上田市、評価委員会、市議会に報告し、意

見を聞き、さらなる課題解決や改革へのアクシ

ョンプログラムに着手する。 

 【取組内容】 【年度計画記載なし】 

認証評価機関（日本高等教育評価機構）の評価

基準等を踏まえながら年度計画書および業務実

績報告書を作成し、公表する予定である。 

 

【今後の課題・方向性】 

平成 29 年度と同様に実施する。 
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２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 公立大学法人として社会への説明責任を果

たすため、法人組織のもとに「総合戦略室」を

置いて情報公開の促進を図り、法令上公表が定

められている事項はもとより教育研究活動や

地域貢献活動等について、ホームページ等を通

じて積極的に公表する。 

94 法令上公表が定められている事項はも

とより、教育研究活動や地域貢献活動等

について、ホームページ等を通じて積極

的に公表する。 

【取組内容】 

次年度から、設置団体である上田市の「情報公

開条例」「個人情報保護条例」に定める実施機関

となる予定であることから、実施機関として適切

な制度の運用を行うために教職員による研修を

実施した。 

ホームページ（News＆Topics）にて、本学の

教育研究活動、地域貢献活動等の取り組みを発信

した。 

 

【資料番号】 

 94-1 研修資料（個人情報保護等） 

 94-2 ホームページ情報発信一覧（75-2 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

平成 29 年度と同様に実施する。 

 

 

 

 

 

 

ｂ 
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第６ その他業務運営に関する目標を達成するための措置  

１ 社会的責任に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）人権侵害の防止や法令遵守（コンプライ

アンス）に対する学生や職員の意識向上を目的

とした研修を実施する。 

（２）文部科学省が示す「研究機関における公

的研究費の管理・監査のガイドライン」を遵守

し、学内の公的研究費のコンプライアンスを徹

底する。 

（３）教職員一人ひとりが誠実かつ公正に諸活

動を展開するため、教職員行動規範（仮称）を

策定する。 

95 教職員一人ひとりが誠実かつ公正に諸

活動を展開するため、教職員行動規範（仮

称）を策定する。 

【取組内容】 

教職員行動規範策定に向けて、教職員の人権意

識の向上のため、ハラスメント防止等の教職員職

員研修を実施した。 

 

【資料番号】 

 95-1 行動規範検討資料  

 

【今後の課題・方向性】 

引き続き、研修を実施する。また、教職員行動

規範を策定する。 

 

ｂ 

 

２ 施設設備の整備に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）施設設備の効率的な維持管理を行うとと

もに、全ての学生が学びやすい良好な教育研究

環境の整備に努める。 

96 （１）施設設備の効率的な維持管理を行

い、教育研究環境の整備に努める。 

【取組内容】 

計画的修繕を行い、環境整備を実施した。 

春季工事において、構内照明器具のＬＥＤ化を

実施した。 

 

 

ｂ 
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【資料番号】 

 96-1 工事実施一覧 

  

【今後の課題・方向性】 

定員増、女子学生増に対応するため、教室増、

施設整備を行う。 

 

（２）施設設備の整備・更新にあたっては、学

部・学科の改編や大学院の設置などを考慮した

中長期的な整備計画を策定する。（平成３２年

度まで） 

※入学定員の見直しに伴う施設設備は既存の

もので対応。 

97 （２）施設設備については、学部・学科

の改編や大学院の設置を視野に入れ、中

長期的な整備計画の策定に着手する。 

【取組内容】 

施設設備マスタープラン策定に向け、他大学の

事例等に関する資料収集を行った。 

 

【資料番号】 

 97-1 信州大学施設設備マスタープラン  

 

【今後の課題・方向性】 

 施設整備のマスタープランを策定する。 

 

ｂ 

（３）学内ネットワークシステムや事務系シス

テム等については、セキュリティ上の観点から

適切に保守および更新を行う。 

98 （３）事務系システムにおいては、導入 

後６年が経過しているため、セキュリテ

ィポリシーを踏まえて、適切に更新を行

う。 

【取組内容】 

学務システムのバージョンアップを8月に実施

した。 

学内ネットワークシステムにおいて、サーバサ

イドで様々な脅威の検疫ができる統合セキュリ

ティシステムを導入し、また、老朽化した無線 LAN

システムの機器全体の更新を実施した。このよう

にサーバサイドでのセキュリティ強化を中心に

学内のネットワーク環境の整備に努めた。 

ｂ 
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【資料番号】 

 98-1 無線ＬＡＮシステムリプレイス及びネ   

    ットワーク検疫システム導入完工図書 

 98-2   学務システムサーバー更改完成図書 

 

【今後の課題・方向性】 

次世代の ICT キャンパス構想の検討を進める。

また、陳腐化した事務用パソコンについて、新機 

種に更新する。 

 

（４）学校法人からの寄付金を活用し、教育・

研究の向上等を目的とした施設設備の整備・更

新（ネットワーク更新含む）を行う際は、使途

を特定したうえで実施する。 

99 （４）学校法人からの寄付金を基金とし

て、教育研究環境の整備を計画的に進めら

れるように、準備を進める。 

【取組内容】 

 未来創造基金、施設整備基金を創設した。 

 

【資料番号】 

 99-1  理事会議事録（62-3 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

未来創造基金運営委員会を立ち上げ、事業計画

他、基金の受け入れ、運営に関する必要な事項を

定める。 

 

 

 

 

 

ｂ 
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３  安全管理に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 （１）災害等不測の事態に適切に対応できるよ

う、防災訓練を実施するとともに、危機管理マ

ニュアルを随時更新し、適切なリスク管理を行

う。 

100（１）適切なリスク管理を行うため、災

害等不測の事態に適切に対応できるよ

う、防災訓練を実施するとともに、危機

管理マニュアルを更新する。 

【取組内容】 

10 月 11 日に全学的な防災訓練（通報、避難、

消火訓練）を実施した。 

 

【資料番号】 

 100-1 防災訓練資料（93-2 再掲） 

  

【今後の課題・方向性】 

防災マニュアルを更新する。また、学内の自衛

消防隊については、日頃から災害を想定した体制

を維持し、有事に備える。 

ｂ 

（２）安全衛生管理に関する研修等を定期的に

実施する。 

 【取組内容】 【年度計画記載なし】 

 衛生委員会を毎月開催した。 

 

【今後の課題・方向性】 

学外団体主催の安全衛生管理に関する研修会

に参加する。 

 

（３）個人情報保護法を遵守し、個人情報を安

全かつ適正に管理・運用する。 

 【取組内容】【年度計画記載なし】 

上田市の個人情報保護条例に基づき「個人情報

保護規程」の全部改正を行った。 

【今後の課題・方向性】 

実施機関として提出が必要な、保有個人情報保

護取扱事務届出書を提出する。 
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（４）セクシュアル・ハラスメント、アカデミ

ック・ハラスメント等を防止するための研修等

を実施する。 

101 （２）安全衛生管理やセクシュアル・

ハラスメント、アカデミック・ハラスメ

ント等を防止するための研修等を実施す

る。 

【取組内容】 

全教職員対象のハラスメント防止等の研修会

を実施した。また、人権問題・男女共同参画等に

関する行政主催の講習会に担当職員を派遣した。 

 

【資料番号】 

 101-1 ハラスメント研修会資料 

 101-2 講習会派遣職員一覧 

 

【今後の課題・方向性】 

人権侵害防止に関する全学的な研修会を開催

する。 

 

ｂ 

（５）定期健康診断、ストレスチェック等のシ

ステム化を図り、教職員の健康管理を適切に行

う。 

102（３）教職員の健康管理を適切に行うた

め、定期健康診断、ストレスチェック等

を実施する。 

【取組内容】 

職場点検を実施するとともに、健康診断におい

て問題があった教職員に対する保健指導を行っ

た。 

 

【資料番号】 

 102-1 実施案内メール 

 

【今後の課題・方向性】 

職場環境改善に役立てるため、ストレスチェッ

クの集団分析(組織ごとの傾向分析)を行う。 

 

 

ｂ 
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４  環境への配慮に関する目標を達成するための措置 

 
中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

自己 

評価 

 ＬＥＤなどの環境負荷低減と節減効果が見

込める機器の導入のほか、節電節水など光熱水

費等の節減等により省エネルギー、省資源化に

取り組む。 

103 ＬＥＤなどの環境負荷低減と節減効

果が見込める機器の導入のほか、節電節

水など光熱水費等の節減等により省エネ

ルギー、省資源化に取り組む 

【取組内容】 

 ＬＥＤを廊下・事務室に設置した。 

 

【資料番号】 

 103-1 電気設備改修工事資料（86-1 再掲） 

 

【今後の課題・方向性】 

施設改修(全面改修)を予定している場所以外

(廊下、研究室)に LED を導入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 
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第７ 予算、収支計画及び資金計画 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

１ 予算（平成 29年度～平成 34 年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

   授業料等及び入学検定料収入 

   雑収入 

 受託研究等収入 

 寄付金収入 

  

1,733 

6,940 

6,756 

184 

218 

40 

 

合     計 8,931 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

   人件費 

   一般管理費 

 受託研究費等 

 運営調整積立金 

  

8,495 

2,159 

5,534 

802 

218 

218 

合     計 8,931 
 

１ 予算（平成 29年度） 

（単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

   授業料等及び入学検定料収入 

   雑収入 

 受託研究等収入 

 寄付金収入 

  

288 

1,047 

1,014 

33 

23 

4 

 

合     計 1,362 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

   人件費 

   一般管理費 

 受託研究費等 

 運営調整積立金 

  

1,339 

349 

863 

127 

23 

0 

合     計 1,362 

 

１ 予算（平成 29年度決算） 

             （単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 自己収入 

   授業料等及び入学検定料収入 

   雑収入 

 受託研究等収入 

 寄付金収入 

 補助金収入 ※ 

  

288 

1,076 

1,041 

35 

12 

1 

12 

合     計 1,389 

支出 

 業務費 

   教育研究経費 

   人件費 

   一般管理費 

 受託研究費等 

 運営調整積立金 

  

1,240 

262 

864 

114 

12 

137 

合     計 1,389 

※予算では受託研究等収入に含めていた。 



102 

 

 

 

２ 収支計画（平成 29年度～平成 34 年度） 

区     分 金  額 

費用の部  

 経常費用 

  業務費 

    教育研究経費 

    受託事業研究費等 

    人件費 

  一般管理費 

  減価償却費（出資された建物・図書除く） 

 

8,623 

8,623 

7,701 

1,949 

218 

5,534 

802 

120 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

 入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返戻入 

 臨時収益 

8,841 

8,841 

1,733 

5,450 

953 

143 

218 

40 

32 

152 

120 

0 

純利益 218 

総利益 218 

              （単位：百万円） 

２ 収支計画（平成 29年度） 

区     分 金  額 

費用の部  

 経常費用 

  業務費 

    教育研究経費 

    受託事業研究費等 

    人件費 

  一般管理費 

  減価償却費（出資された建物・図書除く） 

 

1,372 

1,372 

1,235 

349 

23 

863 

127 

10 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

 入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返戻入 

 臨時収益 

1,372 

1,372 

288 

840 

145 

29 

23 

4 

2 

31 

10 

0 

純利益 0 

総利益 0 

       （単位：百万円） 

区     分 金  額 

費用の部  

 経常費用 

  業務費 

    教育研究経費 

    受託事業研究費等 

    人件費 

  一般管理費 

  減価償却費（出資された建物・図書除く） 

臨時損失 

1,282 

1,363 

1,125 

249 

12 

864 

108 

30 

19 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

 入学金収益 

  検定料収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返負債戻入 

 臨時収益 

1,418 

1,399 

288 

827 

160 

34 

12 

1 

12 

6 

29 

30 

19 

純利益 136 

総利益 136 

２ 収支計画（平成 29年度決算） 

（単位：百万円） 
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３ 資金計画（平成 29年度～平成 34 年度） 

（単位：百万円） 

区     分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等及び入学検定料による収入 

  受託研究等による収入 

寄附金による収入  ※ 

  その他の収入 

 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

13,508 

8,400 

211 

0 

4,897 

13,508 

13,476 

1,733 

6,756 

218 

4,617 

152 

 

32 

0 

 

※ 学校法人長野学園からの寄附金による収入を含

んでいる。 

 

 

 

 

３ 資金計画（平成 29年度） 

（単位：百万円） 

区     分 金  額 

資金支出           

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等及び入学検定料による収入 

  受託研究等による収入 

寄附金による収入  ※ 

  その他の収入 

 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

6,105 

1,302 

60 

0 

4,743 

6,105 

6,103 

288 

1,014 

23 

4,747 

31 

 

2 

0 

 

※ 学校法人長野学園からの寄附金による収入を 

含んでいる。 

 

 

３ 資金計画（平成 29年度決算） 

（単位：百万円） 

区     分 金  額 

資金支出           

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次年度への繰越金 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料等及び入学検定料による収入  

  受託研究等による収入 

寄附金による収入  ※1 

  その他の収入 

  補助金収入     ※2 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

6,123 

1,107 

37 

0 

4,979 

6,123 

6,119 

288 

1,041 

4 

4,742 

35 

9 

4 

0 

 

※1 学校法人長野学園からの寄附金による 

   収入を含んでいる。 

※2 予算では受託研究等収入に含めていた。 
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第８ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

１ 限度額 

    2 億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生

等により、緊急に必要となる対策費として借り入

れることが想定される。 

１ 限度額 

    2 億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発

生等により、緊急に必要となる対策費として借

り入れることが想定される。 

 

該当なし 

 

該当なし 

 

第９ 重要財産の処分（譲渡・担保提供）計画 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

なし なし 該当なし 

 

第１０ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てる。 

公立化初年度のため実績なし。 

 

第１１ 施設・設備に関する計画 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

中長期的な施設・設備計画については、平成 30年

度を目途に策定する。その他については、各事業年

度の予算編成過程等において決定する。 

中長期的な施設・設備計画については、平成 30年

度を目途に策定する。その他については、各事業年

度の予算編成過程等において決定する。 

 中期計画に示した学部の改編、大学院の設置

等の将来構想に絡み、現在のキャンパスの状況

を把握し、整理する作業を進めた。 
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第１２ 人事に関する計画 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

人件費の抑制を念頭に置き、中長期的な職員の定

数管理計画を策定し、その実現に向けたを行う。 

人件費の抑制を念頭に置き、中長期的な職員の定

数管理計画を策定し、その実現に向けた取組みを行

う。 

学生増に対応するための教員増、業務方法書

に定められた事項を履行するための職員増を

計画した。 

 

第１３ 積立金の使途 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

なし なし 公立化初年度のため該当なし 

 

第１４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

中期計画 年度計画 業務の実績（計画の進捗） 

なし なし 該当なし 

 


